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はじめに
トヨタの 2008 年 3 月期決算は､ 連結営業
利益が 2年連続で 2兆円を超え､ 営業利益は
過去最高の 2兆 2,703 億円となった｡
しかしながら､ 2008 年 9 月､ アメリカの
リーマン・ブラザーズが経営破綻し､ トヨタ
はいわゆる ｢リーマン・ショック｣ に直面し､
世界的な自動車販売の低迷により､ 2009 年 3
月期決算では､ 連結営業損益が 4,610 億円の
赤字に転落した｡ その後､ 2010 年 3 月期決
算では､ 連結営業損益は 1,475 億円に黒字に
転じたが､ 単独決算での営業損益は 3,580 億
円の赤字であり､ 単独決算での営業損益が黒
字となるのは､ 2013 年度 3 月期決算であっ
た｡ トヨタは単独での黒字化に 5年を要した
のである｡
トヨタが国内外生産を拡大し､ 業績を伸ば
していた時期におけるトヨタと関連企業の賃
金格差の構造については ｢トヨタ関連企業の
賃金格差｣ 猿田正機編著 『トヨタ企業集団と
格差社会』 ミネルヴァ書房 (2008 年) で明
らかにしたが､ トヨタが業績を低迷させた中
で､ その格差の状況はどのようになったので
あろうか｡
そこでここでは､ トヨタが過去最高の営業
利益を生み出した 2008 年から業績が低迷し
た期間における､ トヨタと関連企業における
賃金格差の構造を､ 労働組合員の賃金を使っ
てみることにしたい｡
Ⅰ. トヨタの賃金水準
１. 赤字業績下でのトヨタの賃金
はじめに､ 赤字業績下におけるトヨタの賃
金の変化をみることにする｡ トヨタは 2009
年から 2013 年の 5 年間､ ベースアップを行
わず1､ 年間一時金を減少させてきた｡
表 1は平均賃金と平均年間一時金､ 平均年
収をみたものである｡ 表 1をみると､ 平均賃
金では 2009 年に大きく減少し､ 2012 年はほ
ぼ 2008 年の水準となっている｡ しかし､ 平
均年間一時金は 2008 年の 253 万円から 2012
年には 178 万円となり､ 75 万円減少してい
る｡ そして､ 平均年収では 2009 年には 2008
年と比較し 1,240,048 円の大幅な減少となり､
2012 年においても 765,516 円の減少となっ
ている｡
赤字業績の下で､ トヨタは労働者の賃金を
大幅に減少したことが分かる｡ また､ 賃金の
激減によって､ トヨタの労働者は苦しい生活
を強いられたことが推測できよう｡
ところで､ 年間一時金はトヨタと労働組合
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１ 2014 年では労働組合の平均 4,000 円の賃上げ要求に対して､ トヨタは 2,700 円の回答をした｡ これは､ 6
年ぶりのベースアップであった｡
の間で毎年行われる ｢労使協議会｣ で決まる
から､ 平均年間一時金の減少の理由は理解で
きるであろう｡ しかしながら､ 賃金について
賃金引上げはなかったものの､ 賃金の引き下
げはなかったのであるから､ 賃金の減少はな
いはずである｡ 表 1 をみると､ 2009 年には
2008 年と比較して 47,504 円､ 2009 年は
27,655 円の減少となっている｡
実はこの減少は基準外賃金によるものであ
る｡ 表 2は､ トヨタの平均賃金における基準
内賃金と基準外賃金の構成をみたものである｡
基準内賃金をみると2008年から 2012年まで､
大きな変動はみられないが､ 基準外賃金をみ
ると 2008 年と比較して 2009 年は 42,344 円
減少しており 2010 年も 23,055 円減少してい
る｡ このように､ 賃金の減少は基準外賃金の
減少が原因である｡
筆者は ｢トヨタの賃金は､ 年収レベルでみ
ると全体としてみて高い水準にある｡ そして､
賃金の高さは基準内賃金の高さではなく､ 基
準外賃金と年間一時金によって支えられてい
た｡ こうした賃金は労働者にとっては不安定
な賃金であり､ トヨタにとっては､ 変動可能
な賃金であるが､ こうしたトヨタにとって固
定的とはならない賃金によって賃金の相対的
高さは支えられている｣2と指摘したが､ 赤字
業績下において､ まさしく ｢変動可能な賃金｣
が大きく変動したのであった｡
2. 賃金水準の比較
では次に､ トヨタの賃金水準をみることに
する｡ この点をみるにあたり､ ①トヨタと同
じ産業である輸送用機械器具製造業､ ②豊田
市の自動車関連製造業､ ③トヨタと同じ自動
車産業であるホンダと日産を取り上げ､ それ
ぞれの賃金を比較したい3｡
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２ 猿田正機編著 『トヨタ企業集団と格差社会』 ミネルヴァ書房､ 2008 年､ 103 ページ｡
３ ｢トヨタ関連企業の賃金格差｣ ではトヨタ自動車労働組合が比較する企業との比較を行ったが､ 現在､
労働組合はその企業との賃金の比較を行っていないため､ 本稿ではそれは取り上げないことにした｡
表 1 トヨタの賃金の推移
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年
平均賃金 (円) 429,173 381,669 401,518 420,674 427,880
平均年間一時金 (円) 2,530,000 1,860,000 1,800,000 1,810,000 1,780,000
平均年収 (円) 7,680,076 6,440,028 6,618,216 6,858,088 6,914,560
平均年齢 (歳) 37.1 36.7 36.8 37.0 37.2
平均勤続年数 (年) 16.4 16.7 16.0 16.2 16.4
(出所) 2008 年から 2011 年までは全日本金属産業労働組合協議会 『IMF-JC 加盟各組
合労働諸条件一覧』 の各年度版から作成し､ 2012 年は同協議会 『JCM加盟各
組合労働諸条件一覧』 から作成した｡
(注) 平均年収は平均賃金と平均年間一時金で計算した｡
表 2 基準内賃金と基準外賃金の推移
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年
基準内賃金 (円) 346,078 340,918 341,478 343,116 343,510
基準外賃金 (円) 83,095 40,751 60,040 77,558 84,370
基準外賃金に占める割合 (％) 19.36 10.68 14.95 18.44 19.72
(出所) 表 1に同じ｡
(1) 輸送用機械器具製造業との比較
トヨタと輸送用機械器具製造業の比較は､ ト
ヨタの平均賃金と全国及び愛知県の平均を取っ
て行うことにする｡
①労務構成
まず労務構成についてみておく｡ 表 3は平
均年齢をみたものである｡ 全国平均及び愛知
県平均とも平均年齢は上がっているが､ トヨ
タの平均年齢はほぼ一定しており､ 全国及び
愛知県の平均年齢より若い｡
そして表 4は平均勤続年数をみたものであ
る｡ 全国平均はトヨタより短いものとなって
いる4｡
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表 3-1 平均年齢 (全国平均)
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年
トヨタ 37.1 36.7 36.8 37.0 37.2
平均 39.6 40.0 40.3 40.2 41.1
1,000 人以上平均 38.7 39.3 40.5 39.8 41.5
(出所) 1. トヨタの数値は表 1に同じ｡
2. ｢平均｣ と ｢1,000 以上平均｣ は厚生労働省大臣官房統計情報部雇用・
賃金福祉統計課賃金福祉統計室編 『賃金構基本統計調査報告』 厚生労
働省大臣官房統計情報部の各年度版から作成した｡
表 3-2 平均年齢 (愛知県平均)
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年
トヨタ 37.1 36.7 36.8 37.0 37.2
平均 38.3 39.0 40.6 39.2 44.2
1,000 人以上平均 37.9 38.7 40.5 39.3 44.8
(出所) 表 3－1に同じ｡
(注) ｢1,000 以上平均｣ は全体の平均値がないため ｢男｣ の数値をとった｡
表 4-1 平均勤続年数 (全国平均)
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年
トヨタ 16.4 16.7 16.0 16.2 16.4
平均 14.5 14.7 15.3 15.3 15.9
1,000 人以上平均 15.9 16.4 17.6 17.3 18.3
(出所) 表 3－1に同じ｡
表 4-2 平均勤続年数 (愛知県平均)
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年
トヨタ 16.4 16.7 16.0 16.2 16.4
平均 14.8 15.8 17.5 17.0 21.8
1,000 人以上平均 15.3 16.8 17.6 17.8 23.4
(出所) 表 3－1に同じ｡
(注) 表 3－2 に同じ｡
４ ここで注目したいのはトヨタの平均年齢と平均勤続年数がほぼ一定に保たれている点である｡ ここにト
ヨタの労務管理の特徴をみることができる｡
こうした労務構成から確認しておかなけれ
ばならないのは､ トヨタの組合員の年齢が最
も若いという点である｡ 賃金格差をみる上で､
年齢は 1つの大きな要素である｡
②平均賃金の比較
表 5は平均賃金を比較したものである｡ 全
国平均の ｢平均｣ では 2008 年において､ ト
ヨタとの差は 59,073 円であったが､ 2009 年
には 46,469 円に縮小し､ さらに 2010 年では
31,318 円に縮小した｡ 2011 年と 2012 年には
差が開き､ 2012 年での差は 61,280 円となっ
た｡ 全国平均の ｢平均｣ では､ トヨタの賃金
水準は高いと言えよう｡
全国平均の ｢1,000 人以上平均｣ では 2008
年においてトヨタとの差は 20,973 円であっ
たが､ 2009 年に差は 7569 円に縮小した｡ そ
して 2010 年でトヨタの水準を上回り､ 2011
年においてトヨタを下回るが､ 2012 年には
トヨタとの差は 17,180 円となっている｡ ト
ヨタの賃金水準は ｢1,000 人以上平均｣ とほ
ぼ同じ水準となっている｡
表 6は､ 愛知県の平均とトヨタを比較した
ものである｡ トヨタの賃金水準は愛知県の
｢平均｣ とほぼ同じ水準であり､ ｢1,000 人以
上平均｣ ではトヨタの賃金水準は低くなって
いる｡
③平均年間一時金の比較
筆者は ｢トヨタ関連企業の賃金格差｣ 猿田
正機編著 『トヨタ企業集団と格差社会』 ミネ
ルヴァ書房 (2008 年) の中で､ 他企業より
もトヨタの年間一時金が相対的に高いことを
明らかにしたが､ 赤字業績の下で年間一時金
を大幅に減少させた結果､ 年間一時金の水準
はどの程度となっているのであろうか｡
表 7は平均年間一時金を比較したものであ
る｡ 全国平均は ｢平均｣ 及び ｢1,000 人以上｣
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表 5 平均賃金比較 (全国平均)
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年
トヨタ 429,173 381,669 401,518 420,674 427,880
平均 370,100 335,200 370,200 346,300 366,600
1,000 人以上平均 408,200 374,100 407,900 382,400 410,700
(出所) 表 3－1に同じ｡
(円)
表 6 平均賃金比較 (愛知県平均)
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年
トヨタ 429,173 381,669 401,518 420,674 427,880
平均 408,400 391,400 424,000 389,100 430,000
1,000 人以上平均 424,800 419,400 450,200 400,900 455,700
(出所) 表 3－1に同じ｡
(注) 表 3－2 に同じ｡
(円)
表 7 平均年間一時金比較 (全国平均)
200 8 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年
トヨタ 2,530,000 1,860,000 1,800,000 1,810,000 1,780,000
平均 1,302,200 1,419,900 1,125,700 1,180,600 1,191,500
1,000 人以上平均 1,617,500 1,786,700 1,440,500 1,538,700 1,490,300
(出所) 表 3－1に同じ｡
(円)
ともトヨタの方が高い｡
しかしながら､ 表 8の愛知県平均をみると､
2009 年で ｢平均｣ 及び ｢1,000 人以上｣ がト
ヨタより高くなっているが､ 2010 年以降で
はトヨタが ｢平均｣ を上回り､ またトヨタは
｢1,000 人以上｣ と同じ水準となっている｡
愛知県において､ トヨタの平均年回一時金は
ほぼ ｢1,000 人以上｣ と同じ水準にある｡ 愛
知県の平均ではトヨタの平均年間一時金は高
いものの､ ｢1,000 人以上｣ の規模の大きな
企業との間には､ トヨタの平均年間一時金の
相対的高さをみることができない｡
④平均年収の比較
表 9は平均年収を比較したものである｡ 全
国平均では ｢平均｣､ ｢1,000 人以上｣ ともト
ヨタの方が高く､ 2012 年ではトヨタと ｢平
均｣ 及び ｢1,000 人以上｣ の差は､ それぞれ
1,323,860 円と 495,860 円となっている｡ 平
均年収では､ トヨタの方が高くなっている｡
しかしながら､ 表 10 の愛知県平均をみる
と 2009 年において ｢平均｣､ ｢1,000 人以上｣
ともトヨタを上回り､ 2012 年においてトヨ
タは ｢平均｣ より高いものの､ ｢1,000 人以
上｣ がトヨタを上回っている｡ 平均年収にお
いて､ ｢1,000 人以上｣ の規模の大きな企業
との間に､ トヨタの平均年収の相対的高さを
みることができない｡
(2) 豊田市の自動車関連製造業との比較
表 11 は豊田市の自動車関連製造業で働く
労働者の平均年収を､ トヨタの平均年収と比
較したものである｡ 比較において 『豊田市統
計書』 にはある ｢1,000 以上｣ はトヨタが含
まれるため､ 比較の対象としなかった｡ また､
労働者数が 20 人以下のものも､ 労働者全体
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表 8 平均年間一時金比較 (愛知県平均)
200 8 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年
トヨタ 2,530,000 1,860,000 1,800,000 1,810,000 1,780,000
平均 1,707,900 2,056,700 1,511,400 1,673,800 1,595,400
1,000 人以上平均 1,858,300 2,374,400 1,825,800 1,816,600 1,788,600
(出所) 表 3－1に同じ｡
(注) 表 3－2 に同じ｡
(円)
表 9 平均年収比較 (全国平均)
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年
トヨタ 7,680,076 6,440,028 6,618,216 6,858,088 6,914,560
平均 5,743,400 5,442,300 5,568,100 5,336,200 5,590,700
1,000 人以上平均 6,515,900 6,275,900 6,335,300 6,127,500 6,418,700
(出所) 表 5及び表 7から作成した｡
(円)
表 10 平均年収比較 (愛知県平均)
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年
トヨタ 7,680,076 6,440,028 6,618,216 6,858,088 6,914,560
平均 6,608,700 6,753,500 6,599,400 6,343,000 6,755,400
1,000 人以上平均 6,955,900 7,407,200 7,228,200 6,627,400 7,257,000
(出所) 表 6及び表 8から作成した｡
(円)
に占める非正規雇用労働者の割合が大きくな
るため､ 比較の対象としなかった｡
2009 年と 2011 年を比較すると､ ｢200－29
9 人｣ と ｢100－199 人｣ を除くと､ 平均年収
は低下している｡ しかし表 10 で分かるよう
に､ トヨタでは 2009 年に大きく平均年収は
減少するものの､ その後､ 平均年収は毎年上
がっている｡ そのことから､ 豊田市内ではト
ヨタの平均年収が高く､ トヨタの業績が低迷
していても､ 豊田市内ではトヨタの平均年収
の水準は高いことがわかる｡
(3) ホンダと日産の比較
次に､ 自動車産業の他社であるホンダと日
産の賃金と比較して､ トヨタの賃金水準をみ
ることにする｡
①労務構成
はじめに労務構成をみておきたい｡ 表 12
は平均年齢をみたものであり､ 表 13 は平均
勤続年数をみたものである｡ トヨタはホンダ
と日産より平均年齢で若く､ 平均勤続年数は
短いことがわかる｡ 平均年齢では､ トヨタは
日産に比べて､ 4 歳程度若くなっている｡
②平均賃金の比較
表 14 は平均賃金を比較したものである｡
この平均賃金には所定外賃金も含まれている｡
2008 年では､ ほぼトヨタと日産は同じ水準
であるが､ 2010 年に日産がトヨタの平均賃
金を上回り､ 2012 年ではトヨタと日産がほ
ぼ同じ水準にある｡ また､ ホンダの賃金はト
ヨタより低く 2012 年ではトヨタとの差は
56,783 円となっている｡
なお､ ベースアップは 2008 年にトヨタが
平均 1,000 円､ ホンダが 828 円であるが､ そ
の後は行なわれていない (2008 年の日産の
ベースアップについては不明である)5｡
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表 11 豊田市の自動車製造業との比較
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
トヨタ 7,680,076 6,440,028 6,618,216 6,858,088
500－999 人 5,638,673 6,307,873 5,431,010 5,681,068
300－499 人 5,895,467 5,663,985 5,400,890 5,429,174
200－299 人 4,565,261 5,209,860 4,514,734 5,011,697
100－199 人 4,339,554 4,984,447 4,303,010 4,622,829
50－99 人 4,548,747 4,736,544 4,120,112 4,210,395
30－49 人 4,137,638 4,853,473 3,865,866 3,575,806
20－29 人 3,556,124 3,630,669 3,668,844 3,437,565
(出所) 豊田市の自動車製造業の平均年収は各年度版の 『豊田
市統計書』 の ｢工業｣ にある ｢自動車関連製造業従事
者規模別表｣ から作成した｡
(円)
表 12 平均年齢
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年
トヨタ 37.1 36.7 36.8 37.0 37.2
ホンダ 40.7 40.3 40.7 40.8 41.0
日 産 40.5 40.7 41.3 41.8 41.6
(出所) 表 1に同じ｡
表 13 平均勤続年数
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年
トヨタ 16.4 16.7 16.0 16.2 16.4
ホンダ 19.3 18.3 18.6 18.8 19.0
日 産 19.3 19.4 19.9 20.4 20.0
(出所) 表 1に同じ｡
③平均年間一時金の比較
表 15 は平均年間一時金を比較したもので
ある｡ 2008 年にはトヨタの平均年間一時金
が最も高かったが､ 2010 年にはホンダがト
ヨタを上回り､ 2012 年ではトヨタが最も低
くなっている｡ また 2008 年と 2012 年の平均
年間一時金を比較すると､ トヨタが 75 万円
減､ ホンダが 61.2万円減､ 日産が 21.5万円
減というように､ トヨタの年間一時金の減少
が最も大きいことがわかる｡
④平均年収の比較
表 16 は平均年収を比較したものである｡
いずれの企業も 2008 年と比較すると年収は
減少している｡ 特にホンダは 2009 年から平
均年間一時金のみならず､ 平均賃金も減少さ
せているため､ 2012 年の平均年収の減少は
トヨタや日産より大きく､ 2008 年と比較し
て 858,204 円減少させている｡
平均年収の水準をみると､ 2008 年にはト
ヨタの平均年収が最も高かったが､ 2010 年
に日産がトヨタを上回り､ 2012 年では日産
が最も高く､ 次いでトヨタとなっている｡
3. 赤字業績下でのトヨタの賃金水準
これまでみてきたことから､ トヨタの賃金
水準について整理しておこう｡
まず輸送用機械機器具製造業との比較にお
いては､ 全国平均でみるとトヨタの賃金は相
対的に高い水準にあると言える｡ しかしなが
ら､ 愛知県レベルでみると､ ｢平均｣ と比較
するとトヨタの平均年間一時金が高いものの､
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表 14 平均賃金の比較
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年
トヨタ 429,173 381,669 401,518 420,674 427,880
ホンダ 391,614 366,642 367,381 369,378 371,097
日 産 425,148 369,802 420,733 394,985 425,000
(出所) 表 1に同じ｡
(円)
表 15 平均年間一時金の比較
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年
トヨタ 2,530,000 1,860,000 1,800,000 1,810,000 1,780,000
ホンダ 2,443,000 1,831,000 2,073,000 2,151,000 1,831,000
日 産 2,179,000 1,506,000 1,799,000 2,007,000 1,964,000
(出所) 表 1に同じ｡
(円)
５ 全日本自動車産業総労働組合連合会 『2008 賃金労働条件調査資料』 による｡ 全日本自動車産業総労働組
合連合会はベースアップとはいわず ｢賃金改善｣ という｡
表 16 平均年収の比較
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年
トヨタ 7,680,076 6,440,028 6,618,216 6,858,088 6,914,560
ホンダ 7,142,368 6,230,704 6,481,572 6,583,536 6,284,164
日 産 7,280,776 5,943,624 6,847,796 6,746,820 7,064,000
(出所) 表 14 及び表 15 から計算し､ 作成した｡
(円)
平均賃金及び平均年収では大きな差はみられ
ず､ ｢1,000 人以上｣ と比較すると､ トヨタ
の賃金は低い水準にあった｡
しかしながら､ 豊田市という地域レベルの
自動車関連製造業との比較においては､ トヨ
タの賃金は相対的に高い水準にあった｡
また同じ自動車産業であるホンダと日産の
比較においては､ 平均賃金及び平均年収では
ほぼ日産と同じ水準にあり､ 平均年間一時金
においては､ 3社の中でも最も低い水準であっ
た｡
ただし､ こうした状況を考えるに当たり､
先に述べたように労務構成を考慮する必要が
ある｡ 2012 年の輸送用機械機器具製造業に
おける愛知県の平均年齢は ｢平均｣ で 44.2
歳､ ｢1,000 人以上｣ で 44.8 歳である｡ 2012
年のトヨタの平均年齢は 37.2 歳であるから､
その差は ｢平均｣ で 7.0 歳､ ｢1,000 以上｣ で
7.6 歳である｡ 同じようにホンダと日産とト
ヨタの差は 3.8 歳と 4.4 歳である｡
しかしながら､ 業績が悪化する前において
は､ 労務構成を考慮しなくともトヨタの賃金
水準が高かったことから､ 業績悪化の下でト
ヨタの賃金水準は低下したといってよいであ
ろう｡
Ⅱ. トヨタグループ企業との賃金格差
1. トヨタグループ企業の概要
(1) トヨタグループ企業の概要
トヨタグループ企業との賃金格差をみる前に､
このグループ企業及び協力会組織について概
観しておきたい｡ トヨタはトヨタを頂点とし
た階層的な企業集団を形成しているが､ その
基本的構造をみるためである｡
トヨタグループは､ トヨタを頂点として､
トヨタやその母体である豊田自動織機が出資
した企業によって構成される企業集団であり､
トヨタによると 16 社が挙げられている｡ こ
のトヨタグループ企業の概要は表 17 のとお
りである｡
トヨタグループは､ 豊田佐吉が創業した豊
田商会を系譜とするトヨタを含むグループを
｢トヨタグループ 13 社｣6 と呼ぶが, ここで
みるトヨタとの賃金格差は､ このトヨタグルー
プ 13 社に属する企業の内, 自動車製品に関
わるサプライヤー企業とする (ただし, 愛知
製鋼の労働組合は全日本自動車産業総連合会
の加盟組合ではないため, 賃金に関する資料
がなく考察できない)｡
(2) 協力会組織
トヨタをはじめトヨタグループ企業は協力
会を組織している｡ 協力会は､ トヨタ及びト
ヨタグループ企業に部品などを納入するサプ
ライヤーで構成された任意団体である｡
①トヨタの協力会
表 18 はトヨタの協力会である協豊会と栄
豊会である｡ 協豊会は､ トヨタに主に自動車
部品を納入する企業が加盟する協力会である｡
協豊会は ｢内外装部品や塗料､ 接着剤などの
仕入れ先で構成する｣7 ボデー部品部会と､
｢エンジンやパワートレイン関連部品､ 足廻
り部品などの仕入れ先で構成される｣8 ユニッ
ト部品部会とから構成され､ 2012 年の時点
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６ トヨタグループ 13 社の中で, トヨタ自動車東日本の設立年が 2012 年となっている｡ トヨタ自動車東日
本は, 2012 年にトヨタの子会社である関東自動車, セントラル自動車, トヨタ自動車東北が統合されて
設立されたからである｡ なお宮トヨタ自動車東日本は､ 宮城県, 岩手県, 静岡県に 5つの工場をもち,
自動車を生産している｡
７ 『トヨタ自動車グループの実態 2012 年』 アイアールシー､ 2012 年､ 141 ページ｡
８ 同上｡
で協豊会全体では218の企業が加盟している｡
栄豊会は､ 工作機会､ 工具などの生産設備
に関わる企業が加盟する協力会である｡ 栄豊
会は各企業の業態にあわせて､ ボデー設備部
会､ ユニット設備部会､ 施設部会､ 物流部会
から構成され､ 2012 年の時点で一部重複を
含み､ 栄豊会全体では 126 の企業が加盟して
いる｡
なお､ 企業によっては､ 例えば豊田鉄工や
のように､ 協豊会・ボデー部品部会と栄豊会・
ボデー設備部会の両方に加盟したり､ 協豊製
作所のように､ 協豊会・ボデー部品部会と栄
豊会・ユニット設備部会の両方に加盟してい
るように､ 2 つの協力会に加盟している企業
もある｡
②トヨタグループ企業の協力会
トヨタを除くトヨタグループ企業も協力会
を組織しており､ それぞれの企業の協力会は
表 19 のとおりである｡ またトヨタ自動車東
日本の TMEJ 協力会の正確な所属企業数は
明らかではないが9､ 設立時の企業数は約 200
社といわれている10｡
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表 18 トヨタの協力会
協豊会 栄豊会
部会名 所属企業数 部会名 所属企業数
ユニット部品部会 113 ボデ―設備部会 33
ボデ―部品部会 105 ユニット設備部会 36
施設部会 33
物流部会 24
合 計 218 合 計 126
(出所) 『トヨタ自動車グループの実態 2012 年』 アイアールシー､ 2012 年, 143 ページから作成した｡
表 17 トヨタグループ企業の概要
設立年 資本金 労働者数 主要事業内容
豊田自動織機 1926 年 804 億 6,200 万円 12,995 繊維機械､ 自動車､ 産業車両の製造､ 物流事業
愛知製鋼 1940 年 250 億 1,600 万円 2,394 鋼材､ 鋳造品､ 電磁品の製造・販売
ジェイテクト 2006 年 455 億 9,100 万円 10,373 工作機械､ 自動車用部品の製造・販売
トヨタ車体 1945 年 103 億 7,100 万円 11,892 乗用車､ 商用車､ 特殊者のボディ及び部品の製造
豊田通商 1948 年 649 億 3,600 万円 2,745 各種物品の国内・輸出入・外国間取引等
アイシン精機 1965 年 450 億 4,900 万円 12,056 自動車部品､ 住宅設備機器､ エネルギー機器等の製造・販売
デンソー 1949 年 1,874 億 5,700 万円 38,552 各種自動車用その他電装用品､ 空調設備等の製造・販売
トヨタ紡織 1950 年 84 億円 8,112 自動車内装製品､ 繊維製品等の製造・販売
東和不動産 1953 年 594 億 5,000 万円 90 不動産の所有・経営・売買・貸借
豊田中央研究所 1960 年 30 億円 1,062 総合技術の開発､ 利用に関する各種の研究・試験・調査
トヨタ自動車東日本 2012 年 68 億 5,000 万円 8,000 乗用車､ 商用車､ 福祉車､ 自動車部品等の製造・販売
豊田合成 1949 年 280 億 2,700 万円 7,020 ゴム・プラススチック・ウレタン製品､ 半導体等の製造・販売
日野自動車 1942 年 727 億 1,700 万円 11,049 トラック､ バス､ 小型商用車､ 乗用車､ 各種エンジン等の製造・販売
ダイハツ自動車 1907 年 284 億 400 万円 11,637 乗用車､ 商用車､ 特装車および部品の製造・販売
トヨタホーム 2003 年 74 億円 800 住宅の技術開発､ 生産､ 販売､ 建設・アフターサービス
トヨタ自動車九州 1991 年 450 億円 7,700 自動車及びその部品の製造・販売
(出所) 1. 労働者数以外は 『トヨタの概況 2013』 から作成した｡
2. 労働者数は 『トヨタ自動車グループの実態 2012 年』 アイアールシー､ 2012 年から作成した｡
2. 平均値での比較
(1) 労務構成
トヨタの業績が悪化した時期におけるトヨ
タとトヨタグループ企業の賃金格差について
みていくが､ その前に労務構成についてみて
おきたい｡ これまでトヨタグループ企業にト
ヨタ自動車東日本があったが､ ここで扱う資
料はトヨタ自動車東日本が設立される前であ
るため､ 比較の対象は関東自動車である｡
表 20 は平均年齢をみたものである｡ 豊田
自動織機とトヨタ紡織が 34 歳代であり､ 次
いでアイシン 35 歳代､ そしてトヨタ及びト
ヨタ車体が 37 歳代となっている｡
表 21 は､ 平均勤続年数をみたものである｡
平均年齢を反映して､ 2011 年ではトヨタ紡
織が最も短く, アイシン, 豊田自動織機, ト
ヨタ車体, そしてトヨタという順に勤続年数
が長くなっている｡
平均年齢と平均勤続年数をみると, トヨタ
の労務構成は, トヨタグループの中では, 中
中京企業研究50
９ データのない場合､ 表中 ｢－｣ と表記した｡ これは､ 表 19 以降の表において同じとする｡
10 『日本経済新聞』 2013 年 3 月 6 日による｡
表 19 トヨタグループ企業の協力会組織
企業名 協力会名 所属企業数
豊田自動織機 豊永会 63
愛知製鋼 豊鋼会 128
ジェイテクト ジェイテクト協力会 212
トヨタ車体 車体協和会 112
アイシン精機 アイシン協力会 83
デンソー 飛翔会 95
トヨタ紡織 Sunshine 99
トヨタ自動車東日本 ＴＭＥＪ協力会 －
豊田合成 協和会 67
(出所) 1. トヨタ自動車関東自動車以外は 『トヨタ自動車グループの実態 2012 年』 アイアールシー､
2012 年から作成した｡
2. トヨタ自動車東日本のTMEJ協力会は､ 『日本経済新聞』 2013 年 3 月 6 日による｡
表 20 平均年齢
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
トヨタ 37.1 36.7 36.8 37.0
デンソー 38.9 38.3 39.5 39.7
アイシン 33.8 34.4 34.5 35.0
トヨタ車体 37.0 35.7 36.2 37.0
豊田自動織機 34.0 34.0 35.1 34.5
トヨタ紡織 35.0 34.0 33.5 34.1
関東自動車 39.0 39.0 39.4 38.9
豊田合成 39.0 38.9 38.9 －
ジェイテクト － 38.7 38.4 38.5
(出所) 全日本自動車産業労働組合総連合会
『賃金労働条件調査資料』 の各年版か
ら作成した｡
表 21 平均勤続年数
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
トヨタ 16.4 15.9 16.0 16.2
デンソー 19.5 19.3 19.9 20.1
アイシン 11.3 12.0 12.2 13.0
トヨタ車体 15.0 13.9 14.4 15.0
豊田自動織機 13.0 13.0 13.8 13.3
トヨタ紡織 12.0 11.2 10.9 11.4
関東自動車 18.0 17.5 11.1 17.1
豊田合成 17.0 15.5 15.5 －
ジェイテクト － 16.2 － 16.6
(出所) 表 20 に同じ｡
位に位置しているといってよいであろう｡
(2) 平均賃金の比較
表 22 は平均賃金を比較したものである｡
ここでの平均賃金は ｢所定内平均賃金｣ であ
る｡ 平均賃金では 2011 年においてデンソー
はトヨタより高く､ 次いでトヨタとなってい
る｡ 豊田自動織機と豊田合成以外の企業の賃
金は 2008 年から 2011 年にかけて､ 大きな変
動はみられない｡
表 23 はトヨタの平均賃金を 100 として､
各企業の賃金水準をみたものである｡ 2008
年と 2011 年を比較すると､ トヨタとの賃金
格差は豊田自動織機が縮小し､ 豊田合成で拡
大しているが､ その他の企業との格差は大き
な変化はみられない｡
(3) 平均年間一時金の比較
表 24 は平均年間一時金を比較したもので
ある｡ ここでの平均年間一時金は資料の関係
から前年の年末一時金と当該年の夏季一時金
の合計となっている11｡
2009 年の業績悪化から､ トヨタを含む全
ての企業において平均年間一時金が大幅に減
少していることが分かる｡ 中でもトヨタの平
均年間一時金の減額は大きい｡
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表 22 平均賃金の比較
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
トヨタ 346,078 340,918 341,478 343,629
デンソー 350,633 345,731 348,350 347,554
アイシン 311,200 311,200 311,200 311,200
トヨタ車体 314,760 309,170 314,680 318,590
豊田自動織機 298,750 321,500 319,500 318,500
トヨタ紡織 276,309 272,746 270,737 274,253
関東自動車 313,069 310,452 329,252 311,035
豊田合成 294,887 287,750 287,192 277,000
ジェイテクト 319,740 316,149 314,799 311,492
(出所) 表 20 に同じ｡
(円)
表 23 平均賃金の格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー 101.3 101.4 102.0 101.1
アイシン 89.9 91.3 91.1 90.6
トヨタ車体 91.0 90.7 92.2 92.7
豊田自動織機 86.3 94.3 93.6 92.7
トヨタ紡織 79.8 80.0 79.3 79.8
関東自動車 90.5 91.1 96.4 90.5
豊田合成 85.2 84.4 84.1 80.6
ジェイテクト 92.4 92.7 92.2 90.6
(出所) 表 22 から作成した｡
(表 22 でのトヨタの平均賃金=100)
11 例えば､ 2008 年の年間一時金は､ 2007 年年末一時金と 2008 年夏季一時金の合計である.
表 25 はトヨタの平均年間一時金を 100 と
して､ 各企業の平均年間一時金の水準をみた
ものである｡ 2008 年と 2011 年を比較すると､
全ての企業においてトヨタとの年間平均一時
金の格差がおおよそ 10 ポイント程度縮小し
ている｡
特に 2010 年はトヨタの平均年間一時金が
一番低くなった年であり､ その年での格差の
縮小は大きい｡
(4) 平均年収の比較
表 26 は平均年収を比較したものである｡
全ての企業において､ 平均年収が減少してい
ることがわかる｡ これは､ すでにみた平均年
間一時金の大幅な減少がその理由である｡ ま
た 2010 年からデンソーの平均年収がトヨタ
を上回っている｡
表 27 はトヨタの平均年収を 100 として､
各企業の平均年収の水準をみたものである｡
2008 年と 2011 年を比較すると､ 全ての企業
においてトヨタとの平均年収の格差が縮小し
ていることがわかる｡
3. ポイント年齢別の比較
これまで平均賃金をはじめとし平均値をとっ
てトヨタとトヨタグループの賃金格差をみて
きたが､ 次に技能職及び事務技術職のポイン
ト年齢をとって､ 格差の実態をさらに詳しく
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表 24 平均年間一時金の比較
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
トヨタ 2,530,000 1,860,000 1,800,000 1,820,000
デンソー 2,220,000 1,760,000 1,760,000 1,780,000
アイシン 1,791,400 1,392,000 1,428,000 1,470,000
トヨタ車体 1,904,298 1,530,000 1,560,000 1,620,000
豊田自動織機 1,860,000 1,490,000 1,510,000 1,560,000
トヨタ紡織 1,633,000 1,340,000 1,385,000 1,399,000
関東自動車 1,889,000 1,465,507 1,380,794 1,459,391
豊田合成 1,688,000 1,363,000 1,459,000 1,350,800
ジェイテクト 1,790,000 1,450,000 1,420,000 1,570,000
(出所) 表 20 に同じ｡
(注) 2009 年のトヨタ車体の一時金は､ 2008 年末の数値の記載がなかった｡ そこで､ ベース賃金を
2008 年夏季と同じとし､ 示されていた 2008 年末の月数から 2008 年末の一時金を算出し､ 2008
年の一時金とした｡
(円)
表 25 平均年間一時金の格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー 87.7 94.6 97.8 97.8
アイシン 70.8 74.8 79.3 80.8
トヨタ車体 75.3 82.3 86.7 89.0
豊田自動織機 73.5 80.1 83.9 85.7
トヨタ紡織 64.5 72.0 76.9 76.9
関東自動車 74.7 78.8 76.7 80.2
豊田合成 66.7 73.3 81.1 74.2
ジェイテクト 70.8 78.0 78.9 86.3
(出所) 表 24 から作成した｡
(表 24 でのトヨタの平均年間一時金=100)
みることにする｡ なお､ ここで取り上げる賃
金は､ 技能職は ｢高卒正規入社者｣､ 事務技
術職は ｢大卒正規入社者｣ であり､ かつ労働
組合員のものである｡
また､ 考察の年齢は技能職についは 40 歳
までとし､ 事務技術職について 35 歳までと
する｡ 技能職は 45 歳までの数値があるが､
デンソーにおいて 45 歳の年間一時金が全て
の年で得ることができず､ 40 歳までとした｡
事務技術職については､ トヨタの数値が 35
歳までしか得られないためである｡
(1) 技能職の賃金比較
①ポイント年齢別の賃金
表 28 はトヨタのポイント年齢別賃金の推
移をみたものである｡ ここでの賃金は手当を
含まない ｢基本賃金｣12 である｡ トヨタの賃
金をみると業績悪化の下でも､ 大きな増減が
なく安定的に推移していることがわかる｡
表 29 はトヨタの賃金を 100 として､ 各企
業の賃金水準をみたものである｡ 企業によっ
てわずかな違いがあるが､ 2008 年ではおお
むねトヨタとの格差は 90 以下となっている
が､ 2009 年と 2010 年でトヨタとの格差が 90
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表 26 平均年収の比較
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
トヨタ 6,682,936 5,951,016 5,897,736 5,943,548
デンソー 6,427,596 5,908,772 5,940,200 5,950,648
アイシン 5,525,800 5,126,400 5,162,400 5,204,400
トヨタ車体 5,681,418 5,240,040 5,336,160 5,443,080
豊田自動織機 5,445,000 5,348,000 5,344,000 5,382,000
トヨタ紡織 4,948,708 4,612,952 4,633,844 4,690,036
関東自動車 5,645,828 5,190,931 5,331,818 5,191,811
豊田合成 5,226,644 4,816,000 4,905,304 4,674,800
ジェイテクト 5,626,880 5,243,788 5,197,588 5,307,904
(出所) 表 22 及び表 24 から計算し､ 作成した｡
(円)
表 27 平均年収の格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー 96.2 99.3 100.7 100.1
アイシン 82.7 86.1 87.5 87.6
トヨタ車体 85.0 88.1 90.5 91.6
豊田自動織機 81.5 89.9 90.6 90.6
トヨタ紡織 74.0 77.5 78.6 78.9
関東自動車 84.5 87.2 90.4 87.4
豊田合成 78.2 80.9 83.2 78.7
ジェイテクト 84.2 88.1 88.1 89.3
(出所) 表 26 から作成した｡
(表 26 でのトヨタの平均年収=100)
12 基本賃金は ｢年功給＋職能給・職能給＋能率・成果給等を想定して下さい｣ (全日本自動車産業労働組
合総連合会 『2010 年賃金労働条件調査資料』､ 2010 年､ 207 ページ) と説明されている｡
を超える多く企業がある｡ しかし､ 2011 年
における格差の状況は､ 2008 年と同じよう
に 90 以下になっている｡
②ポイント年齢別の年間一時金
表 30 はトヨタのポイント年齢別年間一時
金の推移をみたものである｡ トヨタは年間一
時金を減少させてきたが､ その金額はかなり
大きい｡ トヨタの年間一時金を 2008 年と
2011 年で比較すると､ 25 歳で 42.5 万円､ 30
歳 53.9 万円､ 35 歳 63.85 万円､ 40 歳 73.75
万円､ 45 歳 88.7 万円の減少となっている｡
表 31 はトヨタの年間一時金を 100 として､
各企業の年間一時金の水準をみたものである｡
トヨタの年間一時金の減少が大きかったこと
から､ 年間一時金を 2008 年と 2011 年を比較
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表 28 技能職の賃金 (トヨタ)
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
25 歳 234,300 231,900 233,700 233,900
30 歳 275,600 271,700 269,700 269,300
35 歳 320,600 315,200 314,300 315,200
40 歳 371,000 365,600 363,200 360,700
(出所) 表 20 に同じ｡
(円)
表 29－1 技能職 25 歳の賃金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー 94.2 94.9 94.6 85.0
アイシン 87.2 88.2 87.8 87.9
トヨタ車体 100.3 96.0 95.6 97.0
豊田自動織機 91.8 92.7 91.7 91.2
トヨタ紡織 85.2 86.0 85.6 85.5
関東自動車 86.6 87.5 89.8 87.8
豊田合成 － 80.5 81.7 89.4
ジェイテクト 90.1 92.2 90.6 89.8
(出所) 表 28と全日本自動車産業労働組合総
連合会 『賃金労働条件調査資料』 の各
年版にあるデータから計算し､ 作成した｡
(表 28 でのトヨタの賃金=100)
表 29－2 技能職 30 歳の賃金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー 95.4 95.6 96.6 82.9
アイシン 86.5 88.4 89.9 89.6
トヨタ車体 109.4 96.0 96.7 95.4
豊田自動織機 87.9 89.2 89.1 88.7
トヨタ紡織 88.7 89.0 90.1 87.9
関東自動車 85.2 97.7 90.1 89.2
豊田合成 87.9 93.5 76.6 78.4
ジェイテクト 93.2 90.7 101.4 88.4
(出所) 表 29－1 に同じ｡
(表 28 でのトヨタの賃金=100)
表 29－3 技能職 35 歳の賃金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー 88.2 89.7 90.3 82.9
アイシン 87.6 88.2 88.5 86.7
トヨタ車体 103.7 97.8 98.5 94.5
豊田自動織機 90.5 92.3 92.3 91.5
トヨタ紡織 87.2 88.6 91.4 88.9
関東自動車 87.5 95.9 89.5 100.1
豊田合成 87.3 90.5 84.3 87.6
ジェイテクト 90.1 89.9 98.3 86.5
(出所) 表 29－1 に同じ｡
(表 28 でのトヨタの賃金=100)
表 29－4 技能職 40 歳の賃金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー 90.0 90.7 91.5 78.7
アイシン 86.6 87.6 90.0 88.8
トヨタ車体 103.6 90.9 93.4 93.7
豊田自動織機 92.3 94.2 94.1 94.4
トヨタ紡織 85.2 85.9 86.9 86.0
関東自動車 81.7 91.1 85.7 88.5
豊田合成 76.3 83.0 80.6 82.1
ジェイテクト 89.9 90.9 97.0 83.3
(出所) 表 29－1 に同じ｡
(表 28 でのトヨタの賃金=100)
すると､ 豊田合成の 30 歳を除き､ 全ての企
業と年齢において格差が縮小し､ 年齢によっ
てはトヨタの年間一時金を上回る企業もある｡
③ポイント年齢別の年収
表 32 はトヨタのポイント年齢別年収の推
移をみたものであり､ 表 33 はトヨタの年収
を 100 として､ 各企業の年間一時金の水準を
みたものである｡
トヨタの年収は年間一時金の影響を受け､
大幅に減少している｡ いくつか年齢によって
はトヨタとの格差を拡大した企業もあるが､
全体としては､ トヨタとの格差は縮小してい
ることがわかる｡
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表 30 技能職の年間一時金 (トヨタ)
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
25 歳 1,552,000 1,275,000 1,141,000 1,127,000
30 歳 1,924,000 1,574,000 1,407,500 1,385,000
35 歳 2,269,000 1,855,500 1,657,000 1,630,500
40 歳 2,622,500 2,145,500 1,915,000 1,885,000
(出所) 表 20 に同じ｡
(円)
表 31－1 技能職 25 歳の年間一時金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー － 94.6 93.5 95.8
アイシン 83.1 85.4 90.4 94.5
トヨタ車体 83.9 93.5 94.5 95.1
豊田自動織機 78.8 97.4 99.6 99.1
トヨタ紡織 79.2 92.4 90.6 95.4
関東自動車 66.8 69.6 74.3 73.7
豊田合成 － 61.9 77.5 90.2
ジェイテクト 73.3 84.1 85.9 97.0
(出所) 表 30と全日本自動車産業労働組合総
連合会 『賃金労働条件調査資料』 の各
年版にあるデータから計算し､ 作成した｡
(表 30 でのトヨタの年間一時金=100)
表 31－2 技能職 30 歳の年間一時金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー － － 93.0 94.7
アイシン 86.0 93.7 99.3 103.4
トヨタ車体 87.2 97.8 98.4 102.1
豊田自動織機 79.2 99.1 101.9 99.4
トヨタ紡織 77.7 90.0 95.8 100.9
関東自動車 61.1 － 88.9 90.6
豊田合成 79.3 － 66.5 70.6
ジェイテクト 74.6 79.6 89.2 91.8
(出所) 表 31－1 に同じ｡
(表 30 でのトヨタの年間一時金=100)
表 31－3 技能職 35 歳の年間一時金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー 78.7 85.2 84.4 86.1
アイシン 87.4 91.6 95.1 96.8
トヨタ車体 90.8 101.9 102.8 106.7
豊田自動織機 80.3 101.2 104.1 100.8
トヨタ紡織 80.0 91.1 96.9 102.3
関東自動車 79.5 83.7 81.9 107.4
豊田合成 69.8 76.7 76.0 85.9
ジェイテクト 74.4 79.6 85.0 94.6
(出所) 表 31－1 に同じ｡
(表 30 でのトヨタの年間一時金=100)
表 31－4 技能職 40 歳の年間一時金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー 85.9 93.5 92.7 94.0
アイシン 86.6 90.7 101.4 98.7
トヨタ車体 84.5 94.8 97.2 99.1
豊田自動織機 79.7 100.4 102.4 106.5
トヨタ紡織 71.5 80.9 86.8 91.7
関東自動車 75.7 86.2 80.2 93.0
豊田合成 69.3 70.6 73.0 81.0
ジェイテクト 75.8 77.0 89.0 88.4
(出所) 表 31－1 に同じ｡
(表 30 でのトヨタの年間一時金=100)
(2) 事務技術職の賃金比較
次に事務技術職の賃金を比較し､ トヨタと
の格差についてみていく｡ ここでみるポイン
ト賃金の意味や年間一時金の合計及び年収の
計算については､ 技能職と同じである｡
①ポイント年齢別の賃金
表 34 はトヨタのポイント年齢別賃金の推
移をみたものである｡ 技能職の賃金と同じよ
うに大きな増減がなく安定的に推移している
ことがわかる｡
表 35 はトヨタの賃金を 100 として､ 各企
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表 32 技能職の年収 (トヨタ)
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
25 歳 4,363,600 4,057,800 3,945,400 3,933,800
30 歳 5,231,200 4,834,400 4,643,900 4,616,600
35 歳 6,116,200 5,637,900 5,428,600 5,412,900
40 歳 7,074,500 6,532,700 6,273,400 6,213,400
(出所) 表 28 と表 30 から計算し､ 作成した｡
(円)
表 33－1 技能職 25 歳の年収格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー － 94.8 94.3 88.0
アイシン 85.8 87.3 88.6 89.8
トヨタ車体 94.5 95.2 95.3 96.5
豊田自動織機 87.2 94.2 93.9 93.5
トヨタ紡織 83.0 88.0 87.0 88.3
関東自動車 79.6 81.9 85.3 83.8
豊田合成 － 74.7 80.5 89.6
ジェイテクト 84.1 89.7 89.2 91.8
(出所) 表 32 と全日本自動車産業労働組合総
連合会 『賃金労働条件調査資料』 の各
年版にあるデータから年収を計算し､
作成した｡
(表 32 でのトヨタの年収=100)
表 33－2 技能職 30 歳の年収格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー － － 95.5 86.5
アイシン 86.3 90.2 92.7 93.8
トヨタ車体 101.2 96.6 97.2 97.4
豊田自動織機 84.7 92.4 92.9 91.9
トヨタ紡織 84.7 89.3 91.8 91.8
関東自動車 76.4 － 89.7 89.6
豊田合成 84.7 － 73.5 76.0
ジェイテクト 86.3 87.1 97.7 89.4
(出所) 表 33－1 に同じ｡
(表 32 でのトヨタの年収=100)
表 33－3 技能職 35 歳の年収格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー 84.7 88.2 88.5 83.8
アイシン 87.6 89.3 90.5 89.7
トヨタ車体 98.9 99.1 99.9 98.2
豊田自動織機 86.7 95.2 95.9 94.3
トヨタ紡織 84.5 89.4 93.1 92.9
関東自動車 84.5 91.9 87.2 102.3
豊田合成 80.8 85.9 81.8 87.1
ジェイテクト 84.3 86.5 94.2 88.9
(出所) 表 33－1 に同じ｡
(表 32 でのトヨタの年収=100)
表 33－4 技能職 40 歳の年収格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー 88.5 91.6 91.9 83.3
アイシン 86.6 88.6 93.5 91.8
トヨタ車体 96.5 92.2 94.5 95.3
豊田自動織機 87.6 96.3 96.6 98.0
トヨタ紡織 80.2 84.3 86.9 87.7
関東自動車 79.5 89.5 84.1 89.8
豊田合成 73.7 78.9 78.3 81.7
ジェイテクト 84.7 86.3 94.5 84.8
(出所) 表 33－1 に同じ｡
(表 32 でのトヨタの年収=100)
業の賃金水準をみたものである｡ 2008 年と
2011 年を比較してみると､ 25 歳ではトヨタ
との格差においては大きな変化はなくデンソー
を除き格差は 90 以下となっている｡ しかし､
特に 35 歳において格差を縮小させている企
業が多くなっており､ 指数が 90 を超えてい
る企業も 5社となっている｡
②ポイント年齢別の年間一時金
表 36 はトヨタのポイント年齢別年間一時
金の推移をみたものである｡ トヨタの事務技
術職の年間一時金の減少は技能職よりも大き
く､ 2008 年と 2011 年を比較すると､ 25 歳で
26.9 万円､ 30 歳で 74.45 万円､ 35 歳で 98.3
万円の減少となっており､ 特に 35 歳での減
少が大きい｡
表 37 はトヨタの年間一時金を 100 として､
各企業の年間一時金の水準をみたものである｡
2008 年と 2011 年を比較してみると､ 25 歳で
はデンソーのようにトヨタとの格差が拡大し
た企業もあるが､ むしろ格差を縮小している
企業が多いことがわかる｡ そして､ 35 歳で
は全ての企業においてトヨタとの格差が大幅
に縮小している｡
トヨタの事務技術職の年間一時金は他の企
業と比べて高く､ 大きな格差があった｡ 特に
年齢が上がるほど､ 格差が拡大していく点が
特徴的であった｡ 例えばアイシンの 2004 年
の年間一時金をトヨタの年間一時金を 100 と
して比較すると､ 25 歳で 80.22 であるもの
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表 34 事務技術職の賃金 (トヨタ)
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
25 歳 272,600 272,700 272,100 275,700
30 歳 306,600 305,300 304,600 308,900
35 歳 383,200 382,300 381,100 384,000
(出所) 表 18 に同じ｡
(円)
表 35-1 事務技術職 25 歳の賃金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー 98.3 96.9 97.2 96.1
アイシン 84.1 84.0 84.7 83.9
トヨタ車体 86.9 87.3 87.9 85.3
豊田自動織機 88.8 89.0 88.9 87.8
トヨタ紡織 81.8 82.0 82.3 81.2
関東自動車 82.4 82.8 83.3 80.7
豊田合成 83.5 82.1 82.1 81.2
ジェイテクト 84.8 84.7 － 84.0
(出所) 表 34と全日本自動車産業労働組合総
連合会 『賃金労働条件調査資料』 の各
年版にあるデータから計算し､ 作成した｡
(表 34 でのトヨタの賃金=100)
表 35-2 事務技術職 30 歳の賃金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー 100.5 100.0 98.8 97.4
アイシン 96.5 94.8 97.0 90.0
トヨタ車体 91.1 90.7 91.0 88.7
豊田自動織機 101.0 101.5 100.4 98.0
トヨタ紡織 84.2 85.2 86.7 85.6
関東自動車 94.0 95.9 103.7 100.2
豊田合成 87.1 87.7 85.5 87.4
ジェイテクト 91.1 90.5 － 92.6
(出所) 表 35－1 に同じ｡
(表 34 でのトヨタの賃金=100)
表 35-3 事務技術職 35 歳の賃金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー 98.3 97.5 97.7 94.6
アイシン 84.1 92.3 93.1 91.3
トヨタ車体 86.9 94.8 97.2 85.9
豊田自動織機 88.8 95.9 96.3 95.4
トヨタ紡織 81.8 84.4 86.2 81.7
関東自動車 82.4 82.8 93.2 95.7
豊田合成 83.5 87.9 78.7 100.8
ジェイテクト 84.8 90.0 － 86.8
(出所) 表 35－1 に同じ｡
(表 34 でのトヨタの賃金=100)
が､ 30 歳では 72.56､ 35 歳では 67.61 となっ
ている13 ｡
しかしながら､ 2011 年の 30 歳､ 35 歳をみ
ると 25 歳より格差が縮小しているのである｡
つまり､ 年齢が上がるほど格差が縮小してい
るのである｡ これは､ 2004 年にみられた傾
向とは異なっている｡ 年間一時金の金額は年
齢が上がるほど金額は大きかったが､ 業績悪
化の下で金額の大きい年齢の年間一時金が大
幅に減少し､ 他企業水準に近づいたことの反
映である｡
なお格差の状況を技能職と比較すると､ 事
務技術職の方が技能職よりも格差が大きくなっ
ている｡
③ポイント年齢別の年収
表 38 はトヨタのポイント年齢別年収の推
移をみたものであり､ 表 39 はトヨタの年収
を 100 として､ 各企業の年間一時金の水準を
みたものである｡
トヨタの年収は年間一時金の影響を受け､
大幅に減少している｡ しかしながら､ 年間一
時金の減少が相対的に少ない 25 歳では格差
の状況はほとんど変わらず､ 年間一時金の減
額が大きくなっていく 30 歳､ 35 歳と年齢が
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表 36 事務技術職の年間一時金 (トヨタ)
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
25 歳 1,705,000 1,325,000 1,451,500 1,436,000
30 歳 2,593,500 2,107,500 1,869,000 1,849,000
35 歳 3,296,000 2,663,000 2,346,000 2,313,000
(出所) 表 20 に同じ｡
(円)
表 37-1 事務技術職 25 歳の年間一時金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー 97.3 111.5 97.2 91.1
アイシン 84.8 93.6 84.7 84.5
トヨタ車体 84.7 100.5 87.9 86.0
豊田自動織機 84.7 105.8 88.9 84.5
トヨタ紡織 79.3 94.1 82.3 85.6
関東自動車 86.5 102.7 83.3 86.3
豊田合成 73.5 80.6 82.1 77.4
ジェイテクト 62.4 92.2 － 78.7
(出所) 表 36と全日本自動車産業労働組合総
連合会 『賃金労働条件調査資料』 の各
年版にあるデータから計算し､ 作成した｡
(表 36 でのトヨタの年間一時金=100)
表 37-2 事務技術職 30 歳の年間一時金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー 97.3 92.9 92.5 93.6
アイシン 84.8 96.9 87.9 92.2
トヨタ車体 84.7 81.7 82.9 85.5
豊田自動織機 84.7 100.3 103.8 99.1
トヨタ紡織 79.3 74.4 81.1 85.2
関東自動車 86.5 91.4 95.0 94.1
豊田合成 73.5 75.1 70.6 81.3
ジェイテクト 62.4 72.7 72.2 76.7
(出所) 表 37－1 に同じ｡
(表 36 でのトヨタの年間一時金=100)
表 37-3 事務技術職 35 歳の年間一時金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー 83.4 93.2 93.5 94.0
アイシン 85.1 80.6 95.6 97.6
トヨタ車体 78.3 89.4 91.4 94.6
豊田自動織機 78.3 98.5 103.4 99.7
トヨタ紡織 66.2 76.5 80.4 83.6
関東自動車 72.2 79.6 92.5 93.8
豊田合成 63.7 64.0 67.5 75.7
ジェイテクト 59.9 69.9 72.3 75.1
(出所) 表 37－1 に同じ｡
(表 36 でのトヨタの年間一時金=100)
13 猿田正機編著､ 前掲書､ 78 ページ｡
上がるほど､ 格差が縮小している｡
Ⅲ. 関連 1次企業との格差
トヨタグループ企業の次に関連 1次企業と
の賃金格差をみていくが､ ここでは資料の関
係から 9企業を取り上げてトヨタとの格差を
みていく｡
1. 関連 1次企業の概要
関連 1次企業との賃金格差をみる前に､ 関
連 1 次企業を概観しておきたい｡ 表 40 は､
ここで取り上げる企業の概要を示したもので
ある｡ 関連 1次企業は協豊会に加盟しており､
トヨタへの納入は部品によっては一部 ｢間納｣
の場合もあるが､ 多くは ｢直納｣ である｡
トヨタグループ企業では､ 労働者数が 1万
人を超える企業があったが､ 関連 1次企業で
は､ 東海理化の 6,084 名が最も多く､ 東海理
化とアスモを除くと労働者数は 5,000 名を下
回る｡
また､ これらの企業はトヨタとだけに取引
をしているわけではなく､ トヨタ以外の自動
車メーカーやトヨタグループ企業やトヨタ関
連 1次企業などと取引をしている｡ 例えば東
海理化の取引先をみると ｢トヨタ自動車 66%､
ダイハツ､ 日野自動車 0.6%､ 富士重工 2%､
日産自動車 1.6%､ ホンダ 0.1%未満､ マツダ
2%､ いすゞ自動車 0.3%､ 三菱ふそうトラッ
ク・バス 0.3%､ スズキ 2.4%､ デンソー 1%､
豊田合成などトヨタ関連 70%､ 三菱自動車
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表 38 事務技術職の年収 (トヨタ)
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
25 歳 4,976,200 4,597,400 4,716,700 4,744,400
30 歳 6,272,700 5,771,100 5,524,200 5,555,800
35 歳 7,894,400 7,250,600 6,919,200 6,921,000
(出所) 表 34 と表 36 から計算し､ 作成した｡
(円)
表 39-1 事務技術職 25 歳の年収格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー 98.0 101.1 95.0 94.6
アイシン 84.3 86.7 83.4 84.1
トヨタ車体 86.2 91.1 86.4 85.5
豊田自動織機 87.4 93.8 88.8 86.8
トヨタ紡織 80.9 85.4 82.0 82.6
関東自動車 83.8 88.6 83.9 82.4
豊田合成 80.1 81.7 76.9 80.1
ジェイテクト 77.1 86.8 － 82.4
(出所) 表 38 と全日本自動車産業労働組合総
連合会 『賃金労働条件調査資料』 の各
年版にあるデータから年収を計算し､
作成した｡
(表 38 でのトヨタの年収=100)
表 39-2 事務技術職 30 歳の年収格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー 98.0 97.4 96.6 96.1
アイシン 84.3 95.6 93.9 90.8
トヨタ車体 86.2 87.4 88.2 87.6
豊田自動織機 87.4 101.1 101.6 98.4
トヨタ紡織 80.9 81.3 84.8 85.5
関東自動車 83.8 94.3 100.8 98.2
豊田合成 80.1 83.1 80.5 85.4
ジェイテクト 77.1 84.0 － 87.3
(出所) 表 39－1 に同じ｡
(表 38 でのトヨタの年収=100)
表 39-3 事務技術職 35 歳の年間一時金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
デンソー 91.2 95.9 96.3 94.4
アイシン 88.6 88.0 93.9 93.4
トヨタ車体 88.8 92.8 95.2 88.8
豊田自動織機 88.0 96.9 98.7 96.8
トヨタ紡織 77.7 81.5 84.2 82.3
関東自動車 82.2 81.6 92.9 95.1
豊田合成 73.9 79.1 74.9 92.4
ジェイテクト 78.3 82.6 － 82.9
(出所) 表 39－1 に同じ｡
(表 38 でのトヨタの年収=100)
2.6%､ 川崎重工､ フォード､ GM､ ボルボ｣14
となっている｡
なお､ 表 40 に ｢三互｣ があるが､ これは
資料が全日本自動車産業労働組合総連合会に
よるものであり､ ｢三互労働組合｣ を意味し
ている｡ この三互の企業名は ｢株式会社三五｣
である｡
2. 平均値での比較
(1) 労務構成
これまでと同じように､ 労務構成について
みておきたい｡ 表 41 は平均年齢をみたもの
である｡ 大豊工業が最も若く 2011 年では
33.2 歳であり､ 次いでフタバ産業となって
いるが､ トヨタの平均年齢は相対的に高い｡
表 42 は平均勤続年数をみたものである｡
平均年齢が高い企業は平均勤続年数も長く､
2011 年でみると､ トヨタの勤続年数も相対
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表 40 関連 1次企業の概要
設立年 資本金 労働者数 加盟協力会組織
東海理化 1948 年 228 億 5,600 万円 6,084 協豊会・ボデ―部品部会
アスモ 1979 年 45 億円 5,124 協豊会・ボデ―部品部会
フタバ産業 1945 年 118 億 2,000 万円 3,164 協豊会・ボデ―部品部会､ 栄豊会・ボデー設備部会
愛三工業 1938 年 74 億 8,800 万円 2,922 協豊会・ユニット部品部会
シロキ工業 1946 年 74 億 6,000 万円 1,641 協豊会・ボデ―部品部会
三互 1928 年 6 億 800 万円 2,551 協豊会・ボデ―部品部会
大豊工業 1944 年 61 億 9,300 万円 1,652 協豊会・ユニット部品部会､ 栄豊会・ボデー設備部会
中央発条 1925 年 108 億 3,700 万円 1,561 協豊会・ユニット部品部会
津田工業 1934 年 13 億 1 ,500 万円 1,166 協豊会・ユニット部品部会
(出所) 1. 『トヨタ自動車グループの実態 2012 年版』 アイアールシー､ 2012 年より作成した｡
2. 設立年は各企業のホームページから作成した (2014 年 4 月 2 日アクセス)｡
14 トヨタ自動車関東自動車以外は 『トヨタ自動車グループの実態 2012 年』 アイアールシー､ 2012 年､
494 ページ｡
表 41 平均年齢
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
トヨタ 37.1 36.7 36.8 37.0
東海理化 36.0 35.7 36.1 36.7
アスモ 38.0 37.0 39.1 －
フタバ産業 34.0 33.7 34.2 34.1
愛三工業 37.3 37.4 37.7 37.8
シロキ工業 38.0 37.5 37.8 38.0
三互 35.0 35.1 35.0 35.3
大豊工業 34.0 32.4 32.6 33.2
中央発条 35.0 35.6 37.6 36.3
津田工業 34.0 34.5 34.1 34.9
(出所) 表 20 に同じ｡
表 42 平均勤続年数
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
トヨタ 16.4 15.9 16.0 16.2
東海理化 14.0 14.1 14.2 14.3
アスモ 16.0 16.2 16.4 －
フタバ産業 13.0 12.5 12.4 12.7
愛三工業 16.5 16.0 16.1 16.3
シロキ工業 17.0 16.2 16.6 17.0
三互 12.0 12.2 12.3 12.7
大豊工業 12.0 11.1 11.5 11.7
中央発条 13.0 12.9 13.2 14.1
津田工業 13.0 13.0 12.8 13.0
(出所) 表 20 に同じ｡
的に長いといえよう｡
平均年齢と平均勤続年数をみると､ トヨタ
の労務構成は､ 関連 1次企業の中では､ 高い
方に位置づけることができる｡
(2) 平均賃金の比較
表 43 は平均賃金を比較したものであり､
表 44 はトヨタの平均賃金を 100 として､ 各
企業の平均賃金の水準をみたものである｡ 平
均賃金の推移をみると東海理化､ シロキ工業､
中央発条では格差を他企業より大きく縮小さ
せている｡
なお､ 2008 年おいて東海理化・アスモ・
フタバ産業・愛三工業・中央発条で 1,000 円､
大豊工業で810円､ 三互で800円のベースアッ
プが行なわれた (シロキ工業と津田工業は不
明である)15｡
(3) 平均年間一時金の比較
表 45 は平均年間一時金を比較したもので
あり､ 表 46 はトヨタの平均年間一時金を
100 として､ 各企業の水準をみたものである｡
全ての企業において､ 大幅にトヨタとの格差
が縮小している｡ これは､ すでにみてきたよ
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表 43 平均賃金の比較
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
トヨタ 346,078 340,918 341,478 343,629
東海理化 259,372 258,103 269,425 272,064
アスモ 308,498 304,853 313,554 －
フタバ産業 282,112 268,774 268,629 270,270
愛三工業 299,563 301,039 299,663 301,618
シロキ工業 269,922 268,790 284,772 285,630
三互 261,225 260,134 264,426 266,859
大豊工業 265,689 259,083 262,298 261,024
中央発条 268,861 273,749 275,853 278,691
津田工業 270,606 271,867 271,897 275,015
(出所) 表 20 に同じ｡
(円)
表 44 平均賃金の格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 74.9 75.7 78.9 79.2
アスモ 89.1 89.4 91.8 -
フタバ産業 81.5 78.8 78.7 78.7
愛三工業 86.6 88.3 87.8 87.8
シロキ工業 78.0 78.8 83.4 83.1
三互 75.5 76.3 77.4 77.7
大豊工業 76.8 76.0 76.8 76.0
中央発条 77.7 80.3 80.8 81.1
津田工業 78.2 79.7 79.6 80.0
(出所) 表 43 から作成した｡
(表 43 でのトヨタの平均賃金=100)
15 全日本自動車産業労働組合総連合会 『2008 賃金労働条件調査資料』 による｡
うにトヨタの平均年間一時金の減少が､ 他の
企業と比較して､ 非常に大きいからである｡
(4) 平均年収の比較
表 47 は平均年収をみたものであり､ 表 48
はトヨタの平均年収を 100 として､ 各企業の
年収の水準をみたものである｡ 2008 年と
2011 年を比較すると､ 全ての企業において､
格差が縮小している｡ やはりトヨタの平均年
間一時金の減少が､ 平均年収の格差縮小に与
えた影響は大きい｡
3. ポイント年齢別の比較
次にポイント年齢別の比較を行っていくが､
ポイント年齢別のトヨタの賃金､ 年間一時金､
年収はこれまでに示してきたので､ ここでは
省略し､ 格差の状況だけを示すことにする｡
(1) 技能職の賃金比較
①ポイント年齢別賃金
表 49 はポイント年齢別に賃金を比較した
ものである｡ 2008 年と 2011 年を比較すると､
20 歳では津田工業を除き格差の状況に変化
はなく､ 30 歳と 40 歳でトヨタとの格差が縮
小している企業があり､ 特に 30 歳において
格差が縮小している企業が多い｡
②ポイント年齢別の年間一時金
表 50 はポイント年齢別に年間一時金を比
較したものである｡ 全ての企業と年齢におい
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表 45 平均年間一時金の比較
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
トヨタ 2,530,000 1,860,000 1,800,000 1,820,000
東海理化 1,611,000 1,192,000 1,300,000 1,311,900
アスモ 1,794,000 1,390,000 1,400,000 －
フタバ産業 1,546,555 1,128,850 1,176,886 1,232,387
愛三工業 1,700,000 1,288,000 1,410,000 1,445,000
シロキ工業 1,487,980 1,137,160 1,291,430 1,467,160
三互 1,379,418 1,218,360 1,321,694 1,360,980
大豊工業 1,412,500 1,058,300 1,162,000 1,255,000
中央発条 1,370,900 979,735 1,247,836 1,281,978
津田工業 1,380,091 897,160 1,226,772 1,320,072
(出所) 表 20 に同じ｡
(円)
表 46 平均年間一時金の格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 63.7 64.1 72.2 72.1
アスモ 70.9 74.7 77.8 -
フタバ産業 61.1 60.7 65.4 67.7
愛三工業 67.2 69.2 78.3 79.4
シロキ工業 58.8 61.1 71.7 80.6
三互 54.5 65.5 73.4 74.8
大豊工業 55.8 56.9 64.6 69.0
中央発条 54.2 52.7 69.3 70.4
津田工業 54.5 48.2 68.2 72.5
(出所) 表 45 から作成した｡
(表 45 でのトヨタの平均年間一時金=100)
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表 47 平均年収の比較
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
トヨタ 6,682,936 5,951,016 5,897,736 5,943,548
東海理化 4,723,464 4,289,236 4,533,100 4,576,668
アスモ 5,495,976 5,048,236 5,162,648 －
フタバ産業 4,931,899 4,354,138 4,400,434 4,475,627
愛三工業 5,294,756 4,900,468 5,005,956 5,064,416
シロキ工業 4,727,044 4,362,640 4,708,694 4,894,720
三互 4,514,118 4,339,968 4,494,806 4,563,288
大豊工業 4,600,768 4,167,296 4,309,576 4,387,288
中央発条 4,597,232 4,264,723 4,558,072 4,626,270
津田工業 4,627,363 4,159,564 4,489,536 4,620,252
(出所) 表 43 と表 45 から計算し､ 作成した｡
(円)
表 48 平均年収の格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 70.7 72.1 76.9 77.0
アスモ 82.2 84.8 87.5 －
フタバ産業 73.8 73.2 74.6 75.3
愛三工業 79.2 82.3 84.9 85.2
シロキ工業 70.7 73.3 79.8 82.4
三互 67.5 72.9 76.2 76.8
大豊工業 68.8 70.0 73.1 73.8
中央発条 68.8 71.7 77.3 77.8
津田工業 69.2 69.9 76.1 77.7
(出所) 表 47 から作成した｡
(表 47 でのトヨタの平均年収=100)
表 49-1 技能職 25 歳の賃金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 80.9 80.9 83.2 80.3
アスモ 92.4 92.4 93.9 －
フタバ産業 84.3 84.3 85.0 83.5
愛三工業 90.7 90.7 85.9 89.6
シロキ工業 86.8 86.8 86.8 86.7
三互 87.0 87.0 87.5 87.6
大豊工業 84.7 84.7 85.1 85.1
中央発条 82.7 82.7 86.3 86.8
津田工業 98.8 98.8 92.1 89.1
(出所) 表 28と全日本自動車産業労働組合総
連合会 『賃金労働条件調査資料』 の各
年版にあるデータから計算し､ 作成した｡
(表 28 でのトヨタの賃金=100)
表 49-2 技能職 30 歳の賃金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 77.8 77.9 78.8 76.2
アスモ － 90.5 92.6 －
フタバ産業 82.3 82.7 83.8 82.5
愛三工業 87.4 89.3 87.8 90.4
シロキ工業 85.2 85.8 86.7 86.9
三互 82.7 85.5 86.1 86.9
大豊工業 － 84.8 85.4 87.9
中央発条 78.3 82.0 84.6 84.6
津田工業 84.1 86.4 82.7 91.6
(出所) 表 49－1 に同じ｡
(表 28 でのトヨタの賃金=100)
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表 49-3 技能職 35 歳の賃金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 76.5 78.6 80.6 80.1
アスモ 86.5 89.3 89.6 －
フタバ産業 80.9 82.7 82.6 80.1
愛三工業 87.6 89.7 84.4 86.2
シロキ工業 83.9 84.8 85.1 84.8
三互 78.7 80.1 80.2 81.1
大豊工業 84.3 90.9 88.1 83.7
中央発条 78.6 71.9 83.0 82.6
津田工業 86.2 87.7 82.4 92.6
(出所) 表 49－1 に同じ｡
(表 28 でのトヨタの賃金=100)
表 49-4 技能職 40 歳の賃金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 75.7 75.8 79.1 80.0
アスモ 80.1 84.0 85.4 －
フタバ産業 81.2 81.1 81.7 79.0
愛三工業 83.6 85.0 81.3 －
シロキ工業 79.2 79.8 79.9 80.4
三互 76.6 78.0 76.9 78.5
大豊工業 73.5 － 87.7 88.2
中央発条 81.0 71.2 81.7 80.8
津田工業 85.3 － 87.3 82.9
(出所) 表 49－1 に同じ｡
(表 28 でのトヨタの賃金=100)
表 50-2 技能職 30 歳の年間一時金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 72.0 77.6 83.9 82.3
アスモ － － 80.8 －
フタバ産業 74.7 81.4 79.3 83.3
愛三工業 77.5 84.8 83.5 91.8
シロキ工業 70.1 71.8 80.9 88.7
三互 60.9 79.8 90.2 87.0
大豊工業 71.5 80.2 72.5 87.0
中央発条 59.9 66.5 74.0 83.8
津田工業 63.4 72.8 74.3 88.5
(出所) 表 50－1 に同じ｡
(表 30 でのトヨタの年間一時金=100)
表 50-1 技能職 25 歳の年間一時金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 76.1 76.7 84.4 83.0
アスモ 74.7 84.4 82.6 －
フタバ産業 71.4 77.8 75.7 78.8
愛三工業 84.2 67.6 84.7 92.4
シロキ工業 68.8 － 79.1 87.4
三互 67.4 78.7 86.0 93.2
大豊工業 71.4 75.3 72.5 85.0
中央発条 64.4 72.1 73.3 83.5
津田工業 65.3 74.5 77.8 88.0
(出所) 表 29－1 に同じ｡
(出所) 表 30と全日本自動車産業労働組合総
連合会 『賃金労働条件調査資料』 の各
年版にあるデータから計算し､ 作成した｡
(表 30 でのトヨタの年間一時金=100)
表 50-3 技能職 35 歳の年間一時金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 70.9 76.3 84.2 84.6
アスモ 72.6 82.6 79.8 －
フタバ産業 73.5 80.0 78.2 81.3
愛三工業 77.7 84.4 78.1 84.1
シロキ工業 68.2 71.4 78.7 86.2
三互 57.2 73.8 79.9 81.7
大豊工業 72.6 81.6 79.7 90.9
中央発条 64.4 72.2 72.0 81.4
津田工業 63.3 72.7 72.4 87.1
(出所) 表 50－1 に同じ｡
(表 30 でのトヨタの年間一時金=100)
表 50-4 技能職 40 歳の年間一時金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 69.8 73.9 81.2 82.2
アスモ 71.3 77.8 75.4 －
フタバ産業 72.8 79.2 76.7 79.4
愛三工業 70.7 76.9 72.6 －
シロキ工業 63.9 ー 73.3 80.4
三互 55.8 71.3 76.6 78.9
大豊工業 72.8 84.0 78.4 90.5
中央発条 66.0 80.1 70.0 77.9
津田工業 64.4 71.8 76.0 84.0
(出所) 表 50－1 に同じ｡
(表 30 でのトヨタの年間一時金=100)
てトヨタとの格差は大幅に縮小している｡ 特
に 30 歳と 35 歳での格差の縮小は他の年齢よ
り大きい｡ また 2011 年において､ 30 歳と 35
歳での指数が全ての企業において 80 を超え
ている点が特徴的である｡
③ポイント年齢別の年収
表 51 はポイント年齢別に年収を比較した
ものである｡ 2008 年と 2011 年を比較すると､
フタバ産業の 45 歳を除き､ 全ての企業と年
齢でトヨタとの格差が縮小している｡ 特に
2011 年においては 25 歳と 35 歳の指数が全
ての企業において 80 を超えている点が特徴
的である｡
(2) 事務技術職の賃金比較
①ポイント年齢別の賃金
表 52 はポイント年齢別に賃金を比較した
ものである｡ 2008 年と 2011 年を比較すると､
25 歳では格差の状況にあまり変化はみられ
ず､ 30 歳と 35 歳において､ トヨタとの格差
が拡大している企業がある｡
②ポイント別年齢の年間一時金
表 53 はポイント年齢別に年間一時金を比
較したものである｡ トヨタとの格差が縮小し
た企業と年齢が多くみられるが､ 年齢が上が
るほど格差が縮小している企業が多い｡
しかしながら賃金とは異なり､ 指数で 80
を超えている企業はなく､ 賃金と比較して格
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表 51-1 技能職 25 歳の年収格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 79.2 80.5 83.5 81.0
アスモ 86.1 90.2 90.6 －
フタバ産業 79.7 83.1 82.3 82.2
愛三工業 88.4 84.2 85.6 90.4
シロキ工業 80.4 ー 84.5 86.9
三互 80.0 85.1 87.1 89.2
大豊工業 80.0 83.1 81.4 85.1
中央発条 76.2 82.6 82.5 85.9
津田工業 86.9 86.7 88.0 88.8
(出所) 表 29－1 に同じ｡
(出所) 表 32と全日本自動車産業労働組合総連
合会 『賃金労働条件調査資料』 の各年版
にあるデータから年収を計算し､ 作成した｡
(表 32 でのトヨタの年収=100)
表 51-2 技能職 30 歳の年収格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 75.6 77.8 80.4 78.1
アスモ － － 89.0 －
フタバ産業 79.5 82.3 82.4 82.7
愛三工業 83.8 87.9 86.5 90.8
シロキ工業 79.7 81.2 85.0 87.4
三互 74.7 83.7 87.4 86.9
大豊工業 － 83.3 81.5 87.6
中央発条 71.5 77.0 81.4 84.4
津田工業 76.5 81.9 80.2 90.7
(出所) 表 51－1 に同じ｡
(表 32 でのトヨタの年収=100)
表 51-3 技能職 35 歳の年収格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 74.4 77.8 81.7 81.5
アスモ 81.3 87.1 86.6 －
フタバ産業 78.1 81.8 81.2 80.5
愛三工業 83.9 88.0 82.5 85.6
シロキ工業 78.1 80.4 83.1 85.3
三互 70.8 78.1 80.1 81.3
大豊工業 80.0 87.8 85.6 85.9
中央発条 73.4 72.0 79.6 82.2
津田工業 77.7 82.8 79.4 90.9
(出所) 表 51－1 に同じ｡
(表 32 でのトヨタの年収=100)
表 51-4 技能職 40 歳の年収格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 73.6 75.2 79.7 80.6
アスモ 76.8 82.0 82.3 －
フタバ産業 78.1 80.5 80.2 79.1
愛三工業 78.8 82.3 78.6 －
シロキ工業 73.5 ー 77.9 80.4
三互 68.9 75.8 76.8 78.6
大豊工業 73.3 86.1 84.9 88.9
中央発条 75.4 75.1 78.1 79.9
津田工業 77.5 82.1 83.9 83.2
(出所) 表 51－1 に同じ｡
(表 32 でのトヨタの年収=100)
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表 52-1 事務技術職 25 歳の賃金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 83.1 83.5 81.6 82.2
アスモ 89.1 88.4 88.9 －
フタバ産業 80.7 80.5 79.9 75.5
愛三工業 79.5 83.5 78.2 82.0
シロキ工業 80.9 80.9 81.0 79.9
三互 79.5 78.7 80.1 79.6
大豊工業 78.5 78.4 78.8 77.5
中央発条 78.5 80.1 80.1 79.1
津田工業 81.1 81.8 79.6 77.8
(出所) 表 34と全日本自動車産業労働組合総
連合会 『賃金労働条件調査資料』 の各
年版にあるデータから計算し､ 作成した｡
(表 34 でのトヨタの賃金=100)
表 52-3 事務技術職 35 歳の賃金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 87.0 88.0 82.9 83.9
アスモ 86.9 86.4 88.0 －
フタバ産業 75.0 75.0 74.8 72.0
愛三工業 81.5 82.2 78.1 79.3
シロキ工業 76.3 76.5 76.0 75.5
三互 70.6 69.8 72.7 72.1
大豊工業 － － 83.4 73.9
中央発条 72.5 75.6 74.3 75.7
津田工業 76.1 78.3 74.1 69.7
(出所) 表 29－1 に同じ｡
(表 34 でのトヨタの年間一時金=100)
表 52-2 事務技術職 30 歳の賃金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 86.9 90.7 85.8 85.8
アスモ 90.8 92.5 92.8 －
フタバ産業 81.4 81.6 81.9 75.4
愛三工業 89.8 87.8 83.2 84.0
シロキ工業 82.7 83.1 83.0 81.9
三互 77.8 79.0 80.8 79.8
大豊工業 83.6 － 83.9 87.3
中央発条 78.9 81.7 79.7 79.2
津田工業 － 82.6 80.9 74.5
(出所) 表 29－1 に同じ｡
(表 34 でのトヨタの賃金=100)
表 53-2 事務技術職 30 歳の年間一時金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 77.3 72.1 78.3 76.1
アスモ 80.5 72.3 70.2 －
フタバ産業 72.1 64.9 63.6 64.4
愛三工業 80.1 71.6 67.6 72.4
シロキ工業 67.9 55.6 65.4 71.4
三互 － 61.0 68.3 68.7
大豊工業 67.0 － ー 76.0
中央発条 62.0 － 59.0 66.6
津田工業 63.9 58.1 58.3 64.2
(出所) 表 53－1 に同じ｡
(表 36 でのトヨタの年間一時金=100)
表 53-1 事務技術職 25 歳の年間一時金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 77.3 88.2 77.4 76.6
アスモ 80.5 90.9 72.4 －
フタバ産業 72.1 83.0 65.4 66.7
愛三工業 80.1 91.8 66.2 78.3
シロキ工業 67.9 69.5 67.6 73.7
三互 － 79.5 71.5 76.5
大豊工業 67.0 77.6 － 70.4
中央発条 62.0 － 62.3 69.9
津田工業 63.9 74.7 63.6 71.4
(出所) 表 36と全日本自動車産業労働組合総
連合会 『賃金労働条件調査資料』 の各
年版にあるデータから計算し､ 作成した｡
(表 36 でのトヨタの年間一時金=100)
表 53-3 事務技術職 35 歳の年間一時金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 62.5 70.3 75.5 73.6
アスモ 65.9 69.1 66.4 －
フタバ産業 55.2 61.0 60.1 62.3
愛三工業 63.7 71.9 65.6 72.6
シロキ工業 50.6 51.6 59.8 65.4
三互 － 53.5 60.5 62.7
大豊工業 － － － 56.3
中央発条 － － 54.8 63.1
津田工業 42.3 54.5 54.7 60.9
(出所) 表 53－1 に同じ｡
(表 36 でのトヨタの年間一時金=100)
差は大きくなっている｡
③ポイント年齢別の年収
表 54 はポイント年齢別に年収を比較した
ものである｡ 2008 年と 2011 年を比較した場
合､ トヨタの年間一時金の減少が大きいため､
一部で格差が拡大した企業もあるが､ 全体と
しては格差が縮小している｡
しかしながら､ 指数で 80 を超えるのはわ
ずかであり､ 賃金と比較すると格差は大きく
なっている｡
Ⅳ. 賃金格差の全体的状況
最後にこれまでみてきた格差の状況をまと
め､ トヨタの赤字業績の下で格差の全体的推
移を整理しておきたい｡
1. 平均賃金・平均年間一時金・平均年収
(1) 平均賃金
表 55 は平均賃金における格差の推移を整
理したものである｡ グループ企業は､ 2009
年に格差は縮小するが､ 2010 年には分散化
し､ 2011 年には ｢90－95 未満｣ に集中して
いる｡ しかしながら､ 2011 年においても格
差の下限が ｢75－80 未満｣ となっており､
2008 年と変わっていない｡
関連 1次企業は 2009 年と 2010 年に格差は
縮小するが､ 2011 年における格差の状況は
2009 年と変わっていない｡ 2010 年に 1 社が
指数 90 を超えたが､ 2011 年には 90 を超え
ておらず､ 2008 年と同じである｡
格差の幅に注目してみるとグループ企業で
は 2008 年の上限が ｢100－｣ であり､ 下限が
｢75－80 未満｣ であり､ その幅は 2011 年に
おいても変わりがない｡
同じように関連 1 次企業をみると 2008 年
の上限が ｢85－90 未満｣ であり､ 下限が ｢75
－80 未満｣ となっており､ 2011 年において
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表 54-1 事務技術職 25 歳の年収格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 81.1 84.9 80.3 80.5
アスモ 86.2 89.1 83.8 －
フタバ産業 77.7 81.2 75.5 72.9
愛三工業 79.7 85.9 74.5 80.9
シロキ工業 76.5 77.6 76.9 78.0
三互 － 78.9 77.4 78.7
大豊工業 74.5 78.2 － 75.4
中央発条 72.8 － 74.6 76.3
津田工業 75.2 79.8 74.7 75.8
(出所) 表 38 と全日本自動車産業労働組合総
連合会 『賃金労働条件調査資料』 の各
年版にあるデータから年収を計算し､
作成した｡
(表 38 でのトヨタの年収=100)
表 54-3 事務技術職 35 歳の年収格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 76.8 81.5 80.4 80.4
アスモ 78.1 80.1 80.7 －
フタバ産業 66.7 69.9 69.8 68.7
愛三工業 74.1 78.4 73.9 77.1
シロキ工業 65.6 67.4 70.5 72.1
三互 － 63.8 68.6 68.9
大豊工業 － － － 68.0
中央発条 － － 67.7 71.5
津田工業 62.0 69.6 67.5 66.8
(出所) 表 54－1 に同じ｡
(表 38 でのトヨタの年収=100)
表 54-2 事務技術職 30 歳の年収格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
東海理化 77.7 83.9 83.2 82.6
アスモ 81.6 85.1 85.1 －
フタバ産業 72.2 75.5 75.7 71.7
愛三工業 79.6 81.9 77.9 80.1
シロキ工業 71.6 73.0 77.1 78.4
三互 － 72.5 76.6 76.1
大豊工業 73.3 － － 83.5
中央発条 68.6 － 72.7 75.0
津田工業 － 73.6 73.2 71.1
(出所) 表 54－1 に同じ｡
(表 38 でのトヨタの年収=100)
もほぼ同じである｡
(2) 平均年間一時金
表 56 は平均年間一時金における格差の推
移を整理したものである｡ グループ企業は
2009 年において格差は縮小し､ 2010 年にお
いても格差を縮小している｡ そして 2011 年
における下限が ｢70－75 未満｣ となってお
り､ 2008 年と比較すると格差は縮小してい
るといえる｡
関連 1 次企業では 2009 年においても格差
の状況はかわらないが､ 2010 年に下限が
｢60－65 未満｣ となり､ さらに 2011 年では
｢65－70 未満｣ となっている｡ 2008 年の上限
が ｢70－75 未満｣ であり下限が ｢45－50 未
満｣ であったから､ 関連 1次企業における格
差は縮小したといってよいであろう｡
赤字業績下において､ トヨタはすでにみて
きたように年間一時金を大幅に減少させてき
たが､ そのことによって年間一時金における
格差はグループ企業､ 関連 1次企業ともに縮
小してきたのである｡
(3) 平均年収
表 57 は平均年収における格差の推移を整
理したものである｡ グループ企業は 2009 年
において､ 下限が ｢75－80 未満｣ となって
おり､ これは 2011 年においても変わってい
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表 55 平均賃金の格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－ 1 1 1 1
95－100 未満 5 1
90－95 未満 3 4 1 5
85－90 未満 3 2 2 2 1 1
80－85 未満 1 1 1 2 1 3
75－80 未満 1 5 6 1 5 1 4
70－75 未満 1
(出所) 表 23 及び表 44 から作成した｡
表 56 平均年間一時金の格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－
95－100 未満 1 1
90－95 未満 1
85－90 未満 1 1 3
80－85 未満 2 2 2 1
75－80 未満 1 2 4 2 1 1
70－75 未満 4 1 3 1 3 1 3
65－70 未満 1 1 2 3 2
60－65 未満 1 2 3 1
55－60 未満 2 1
50－55 未満 3 1
45－50 未満 3 1
(出所) 表 25 及び表 46 から作成した｡
ない｡
関連 1 次企業では 2010 年において下限が
｢70－75未満｣ となり､ 上限も ｢85－90未満｣
となっている｡
トヨタの年間一時金の減少が年収に及ぼし
た影響は大きく､ そのため年収レベルにおいて
も格差は縮小しているといってよいであろう｡
2. ポイント年齢別の格差
次にこれまでみてきたポイント年齢別にお
ける格差の推移を整理しておきたい｡
(1) 技能職の賃金格差
①ポイント年齢別の賃金
表 58 はポイント年齢別賃金における格差
の推移をみたものである｡ 25 歳の賃金では､
グループ企業は 2009 年にトヨタとの格差が
広がり､ 2011年に下限が ｢85-90未満｣ となっ
ている｡ 従って､ 全体としてみると､ 下限の
上昇によってトヨタとの格差は 2008 年と比
較して縮小したとみることができる｡
しかし関連 1 次企業では 2010 年に上限が
｢90-95 未満｣ となり､ 2011 年ではさらに
｢85-90 未満｣ となっているように､ 2008 年
と比較してトヨタとの格差は拡大している｡
トヨタとの格差は ｢80-85 未満｣ が下限と
なっていることからトヨタとの格差の状況は
変わらないが､ グループ企業と関連 1次企業
とも 6となっており､ 格差の大きなところに
集中している｡ そしてグループ企業の格差の
幅が ｢95-100未満｣ から ｢85-90未満｣ となっ
ており､ 関連 1 次企業も ｢85-90 未満｣ と
｢80-85 未満｣ となっているように格差の幅
が縮小している｡
30 歳の賃金では､ グループ企業では 2010
年に下限が ｢75-80 未満｣ となり､ 2011 年に
は上限が ｢95-100 未満｣ となっている｡ つ
まり､ 全体としてみるとトヨタとの格差は拡
大している｡
関連 1 次企業では､ 2009 年に上限が ｢90-
95 未満｣ となり､ 2011 年においても同じで
ある｡ つまり､ トヨタとの格差は縮小したと
みることができる｡ また､ 2011 年には関連 1
次企業の賃金水準がグループ企業とほぼ同じ
になっている｡
35 歳の賃金では､ グループ企業では 2010
年において下限が ｢80-85 未満｣ となってお
り､ 2011 年も同じである｡ 全体としてはト
ヨタとの格差は拡大しているが､ 2011 年の
状況は 2008 年と同じであり､ トヨタとの格
差の変わっていないとみることができる｡
関連 1 次企業では､ 2009 年に下限が ｢70-
75 未満｣ となるが､ 上限が ｢90-95 未満｣ と
なっている｡ 2010 年には下限が ｢80-85 未満｣
となり､ 2011 年には上限が ｢85-90 未満｣ と
なっている｡ 関連 1 次企業は 2008 年と比較
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表 57 平均年収
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－ 1 1
95－100 未満 1 1
90－95 未満 3 2
85－90 未満 1 5 2 1 3 1
80－85 未満 4 1 1 2 1 1 1
75－80 未満 1 1 1 1 5 2 5
70－75 未満 1 3 6 2 1
65－70 未満 4 1
(出所) 表 27 及び表 48 から作成した｡
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表 58－2 技能職 30 歳の賃金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－ 1 1
95－100 未満 1 2 2 1
90－95 未満 1 3 1 2 1 2
85－90 未満 5 2 3 4 2 4 5 3
80－85 未満 3 2 3 1 2
75－80 未満 2 1 1 1 1 1
(出所) 表 29－2 及び表 49－2 から作成した｡
表 58－3 技能職 35 歳の賃金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－ 1 1
95－100 未満 2 2
90－95 未満 2 2 1 3 2 1
85－90 未満 5 3 4 3 2 3 4 1
80－85 未満 3 3 1 6 1 6
75－80 未満 3 1
70－75 未満 1
(出所) 表 29－3 及び表 49－3 から作成した｡
表 58－4 技能職 40 歳の賃金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－ 1
95－100 未満 1
90－95 未満 2 5 4
85－90 未満 2 1 2 1 2 3 2 1
80－85 未満 2 4 1 2 1 3 3 4
75－80 未満 1 3 3 3 3 2
70－75 未満 1 1
(出所) 表 29－4 及び表 49－4 から作成した｡
表 58－1 技能職 25 歳の賃金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－ 1
95－100 未満 1 1 1 1 1
90－95 未満 3 2 3 2 3 2 1
85－90 未満 3 3 3 2 3 5 6 6
80－85 未満 3 1 4 1 1 2
(出所) 表 29－1 及び表 49－1 から作成した｡
すると､ トヨタとの格差は縮小している｡ ま
た 30 歳の賃金と同じように､ 2011 年におい
て関連 1次企業の賃金水準はグループ企業と
ほば同じ水準となっている｡
40 歳の賃金では､ グループ企業では 2009
年と 2010 年において下限が ｢80-85 未満｣
となり､ トヨタとの格差は縮小するが､ しか
し 2011 年においてトヨタとの格差は拡大し
ている｡
関連 1 次企業は､ 2010 年にトヨタとの格
差は縮小し､ 2011 年も同じであり､ 格差は
縮小した｡ また､ 2010 年において､ 40 歳の
賃金水準はグループ企業と関連 1次企業は同
じとなっている点が特徴的である｡
②ポイント年齢別の年間一時金
表 59 はポイント年齢別年間一時金におけ
る格差の推移をみたものである｡ 年間一時金
はトヨタの年間一時金の大幅な減少から､ グ
ループ企業・関連 1次企業とも全ての年齢に
おいて格差が縮小している｡ 特にグループ企
業では､ 25 歳と 30 歳と関連 1 次企業の 30
歳と 35 歳は､ トヨタとの格差の縮小は著し
い｡
③ポイント年齢別の年収
表 60 はポイント年齢別年収における格差
の推移をみたものである｡ 年収は年間一時金
の影響を強く受けており､ トヨタとの格差は
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表 59－1 技能職 25 歳の年間一時金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－
95－100 未満 1 1 5
90－95 未満 3 4 2 2
85－90 未満 2 1 1 1 1 3
80－85 未満 2 1 1 1 3 2
75－80 未満 1 3 4 1 3 1
70－75 未満 1 3 2 1 2 1
65－70 未満 1 1 1
60－65 未満 1
(出所) 表 31－1 及び表 50－1 から作成した｡
表 59－2 技能職 30 歳の年間一時金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－ 1 3
95－100 未満 2 3 1
90－95 未満 2 1 3 1
85－90 未満 2 2 1 4
80－85 未満 3 4 3
75－80 未満 3 1 1 2 1
70－75 未満 1 4 2 3 1
65－70 未満 1 1 1
60－65 未満 1 1
(出所) 表 31－2 及び表 50－2 から作成した｡
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表 59－3 技能職 35 歳の年間一時金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－ 2 2 4
95－100 未満 2 1
90－95 未満 1 2 1 1
85－90 未満 1 1 1 2 2
80－85 未満 2 1 4 2 1 4
75－80 未満 2 1 2 1 1 6
70－75 未満 1 4 4 2
65－70 未満 1 1
60－65 未満 2
55－60 未満 1
(出所) 表 31－3 及び表 50－3 から作成した｡
表 59－4 技能職 40 歳の年間一時金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－ 1 2 1
95－100 未満 1 2
90－95 未満 3 1 3
85－90 未満 2 1 2 1 1
80－85 未満 1 1 2 1 1 1 3
75－80 未満 3 1 3 5 3
70－75 未満 1 4 1 3 1 3
65－70 未満 1 1
60－65 未満 3
55－60 未満 1
(出所) 表 31－4 及び表 50－4 から作成した｡
表 60－1 技能職 25 歳の年収格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－
95－100 未満 1 1 1 1
90－95 未満 1 2 1 2 1 2 5
85－90 未満 2 3 3 2 4 3 4 2
80－85 未満 2 3 1 5 1 5 1
75－80 未満 1 3
70－75 未満 1
(出所) 表 33－1 及び表 51－1 から作成した｡
縮小しているが､ グループ企業と関連 1次企
業を年齢別にみると､ 格差の状況は異なって
いることが分かる｡
25 歳の年収は､ グループ企業では 2010 年
においてトヨタとの格差は縮小し､ 2011 年
も同じである｡ 関連 1 次企業は 2009 年にお
いてトヨタとの格差は縮小し､ 2011 年には
さらに格差は縮小している｡
30 歳は､ グループ企業では 2009 年にトヨ
タとの格差は縮小し､ 2011 年において ｢75-
80 未満｣ が 1 社あるものの､ 他は 2010 年と
同じ格差となっている｡
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表 60－4 技能職 40 歳の年収格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－
95－100 未満 1 1 1 2
90－95 未満 2 3 1
85－90 未満 3 3 1 1 2 1
80－85 未満 2 1 4 1 4 3 3
75－80 未満 1 5 1 3 1 5 3
70－75 未満 1 3
65－70 未満 1
(出所) 表 33－4 及び表 51－4 から作成した｡
表 60－2 技能職 30 歳の年収格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－ 1
95－100 未満 1 3 1
90－95 未満 2 3 3 2
85－90 未満 2 2 1 1 4 3 3
80－85 未満 3 1 5 5 2
75－80 未満 1 4 2 1 1
70－75 未満 2 1
(出所) 表 33－2 及び表 51－2 から作成した｡
表 60－3 技能職 35 歳の年収格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－ 1
95－100 未満 1 2 2 1
90－95 未満 1 3 2 1
85－90 未満 2 1 5 3 2 2 3 3
80－85 未満 5 2 3 1 5 1 4
75－80 未満 3 2 2
70－75 未満 3 1
(出所) 表 33－3 及び表 51－3 から作成した｡
関連 1 次企業では 2009 年にトヨタとの格
差は縮小し､ 2011 年においてさらに縮小し
ている｡
35 歳は､ グループ企業では 2009 年でトヨ
タとの格差は縮小するが､ 2010 年で 2008 年
と同じ格差となり､ 2011 円に ｢100-｣ が 1
社あるものの､ 他は 2008年の格差の幅となっ
ており､ 2008 年と格差は変わっていないと
いえる｡
40 歳はグループ企業では 2009 年にトヨタ
との格差は縮小し､ 2011 年にさらに格差は
縮小している｡
関連 1 次企業では､ 2009 年にトヨタとの
格差は縮小し､ 2011 年も同じ格差となって
いる｡
なお､ 2011 年の年収の水準をみると､ 40
歳を除き､ 関連 1次企業の賃金水準の幅がグ
ループ企業の幅の中に納まっている｡ 例えば､
30 歳の 2008 年の年収をみると､ 関連 1 次企
業の下限は ｢70-75 未満｣ であり､ グループ
企業の下限より 1 つ下にある｡ ところが､
2011 年にはグループ企業と関連企業の下限
が同じとなっており､ 関連企業の賃金水準は
グループ企業の水準の枠に収まっているので
ある｡
つまり､ トヨタとグループ企業との格差が
縮小し､ また関連 1次企業とも格差は縮小し､
さらにグループ企業と関連 1次企業との格差
が縮小したのである｡
(2) 事務技術職の賃金格差
①ポイント年齢別の賃金
表 61 はポイント年齢別賃金における格差
の推移をみたものである｡ 事務技術職の賃金
も､ 技能職と同じように年齢別に特徴をみて
いくことにする｡
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表 61－1 事務技術職 25 歳の賃金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－
95－100 未満 1 1 1 1
90－95 未満
85－90 未満 2 1 2 1 2 1 2
80－85 未満 5 4 5 6 4 4 5 2
75－80 未満 4 2 4 6
(出所) 表 35－1 及び表 52－1 から作成した｡
表 61－2 事務技術職 30 歳の賃金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－ 2 2 2 1
95－100 未満 1 1 2 2
90－95 未満 3 1 3 2 1 1 2
85－90 未満 1 2 2 1 2 1 3 2
80－85 未満 1 3 4 6 2
75－80 未満 2 1 1 3
70－75 未満 1
(出所) 表 35－2 及び表 52－2 から作成した｡
25 歳では､ グループ企業ではトヨタとの
格差に変化はみられない｡ 関連 1次企業では
2011 年に ｢85-90 未満｣ の企業がなくなるが
1社であり､ 格差は変わっていないとみてよ
いであろう｡
30 歳では､ グループ企業ではトヨタとの
格差は 2009 年から ｢80-85 未満｣ の企業が
なくなるが 1社であり､ 格差は変わっていな
い｡ 関連 1 次では 2010 年まではトヨタとの
格差の幅が同じであるが､ 2001 年に 1 ラン
クずつ下に下がっており､ 格差は拡大してい
る｡
35 歳では､ 2010 年においてトヨタとの格
差の幅は広がるが､ 2011 年には格差は縮小
している｡ 関連 1 次企業では､ 2010 年に格
差は縮小するが､ 2011 年には格差が広がっ
ている｡
②ポイント年齢別の年間一時金
表 62 はポイント年齢別年間一時金におけ
る格差の推移をみたものである｡ 年間一時金
は 30 歳の関連 1 次企業を除き､ トヨタとの
格差は縮小している｡ 関連 1 次企業の 30 歳
の年間一時金は､ 2009 年と 2010 年で格差を
拡大し､ 2011 年には下限が 2008 年と同じレ
ベルとなったが､ 上限が 1ランク下がってい
おり､ 格差が拡大している｡
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表 61－3 事務技術職 35 歳の賃金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－ 1
95－100 未満 1 2 3 2
90－95 未満 3 2 2
85－90 未満 2 2 1 2 1 1 2
80－85 未満 5 1 2 1 2 1 1
75－80 未満 4 1 2 3
70－75 未満 3 4 3
65－70 未満 2 1 1
(出所) 表 35－3 及び表 52－3 から作成した｡
表 62－1 事務技術職 25 歳の年間一時金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－ 4
95－100 未満 1 1
90－95 未満 3 2 1
85－90 未満 1 1 2 3
80－85 未満 3 2 1 1 4 2
75－80 未満 1 1 2 1 2 3
70－75 未満 1 1 1 2 3
65－70 未満 2 1 3 2
60－65 未満 1 2 2
(出所) 表 37－1 及び表 53－1 から作成した｡
③ポイント年齢別の年収
表 63 はポイント年齢別年収における格差
の推移をみたものである｡ 事務技術職の年収
も､ 技能職と同じように年齢別に特徴をみて
いくことにしたい｡
25 歳では､ グループ企業､ 関連 1 次企業
ともトヨタとの格差は縮小している｡
30 歳では､ グループ企業ではトヨタとの
格差は縮小している｡ グループ企業の 30 歳
では､ 2009 年と 2010 年に ｢100-｣ の企業が
あり､ この点は他の年齢にはみられない点で
ある｡
関連 1次では､ 2009 年と 2010 年において､
トヨタとの格差は縮小しているが､ 2011 年
において､ 上限が 2008 年と同じ水準となり､
下限が 1ランク上がっている｡
35 歳では､ グループ企業は､ 2009 年と
2010 年においてトヨタとの格差が拡大し､
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表 62－2 事務技術職 30 歳の年間一時金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－ 1 1
95－100 未満 1 1 1 1
90－95 未満 2 1 3
85－90 未満 1 1 2
80－85 未満 3 2 1 2 1
75－80 未満 1 1 1 1 1 2
70－75 未満 1 1 2 3 2 1 2
65－70 未満 2 2 2
60－65 未満 1 2 2 1 2
55－60 未満 2 2
(出所) 表 37－2 及び表 53－2 から作成した｡
表 62－3 事務技術職 35 歳の年間一時金格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－ 1
95－100 未満 1 1 2
90－95 未満 1 3 3
85－90 未満 1 1
80－85 未満 1 1 1 1
75－80 未満 2 2 1 2
70－75 未満 1 2 1 2
65－70 未満 1 1 1 1 1 2 1
60－65 未満 1 2 1 1 2 4
55－60 未満 1 1 1 1
50－55 未満 1 3 2
45－50 未満
40－45 未満 1
(出所) 表 37－3 及び表 53－3 から作成した｡
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表 63－1 事務技術職 25 歳の年収格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－ 1
95－100 未満 1 1
90－95 未満 2 1
85－90 未満 2 1 4 2 2 2
80－85 未満 4 1 1 2 3 2 5 2
75－80 未満 1 4 4 1 3 5
70－75 未満 2 3 1
(出所) 表 39－1 及び表 54－1 から作成した｡
表 63－2 事務技術職 30 歳の年収格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－ 1 2
95－100 未満 1 2 1 3
90－95 未満 1 1 1
85－90 未満 2 1 1 1 1 4
80－85 未満 4 1 3 2 2 1 3
75－80 未満 1 2 1 4 3
70－75 未満 3 3 2 2
65－70 未満 1
(出所) 表 39－2 及び表 54－2 から作成した｡
表 63－3 事務技術職 35 歳の年収格差
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次 グループ 関連 1次
100－
95－100 未満 1 2 3 2
90－95 未満 3 1 2 3
85－90 未満 2 2 1 1
80－85 未満 1 1 3 2 1 2 2 1
75－80 未満 2 1 1 1
70－75 未満 1 1 2 2
65－70 未満 3 4 4
60－65 未満 1
(出所) 表 39－3 及び表 54－3 から作成した｡
2011 年には 2008 年と同じになった｡
関連 1 次企業では､ 2009 年においてトヨ
タとの格差が拡大し､ 2011 年においても
2008 年と比較して格差は拡大している｡
おわりに
トヨタの業績が低迷した期間におけるトヨ
タと関連企業の賃金格差についてみてきた｡
トヨタの業績が悪化する期間においてトヨタ
の賃金は､ 特に ｢変動可能な賃金｣ 部分の減
少によって賃金水準を低下させてきた｡ 関連
企業との比較においては､ トヨタの年間一時
金の大幅な減少によって年収レベルでの格差
は縮小した｡ しかしながら賃金格差の構造は
トヨタが最も高く､ 次いでトヨタグループ企
業､ そしてその次に関連企業という順となっ
ており､ この格差の基本的構造に変化がない
点は強調しなければならない｡｡
ところで 2014 年の ｢ゆめ W｣16 において
トヨタ自動車労働組合 (以下 ｢組合｣ とする)
は賃金改善分17として 4,000 円､ 賃金制度維
持分18として 7,300 円を要求し､ そして年間
一時金については 6.8 か月分を要求した｡
この要求に対してトヨタは賃金改善分
2,700 円､ 賃金制度維持分 7,300 円､ 合計
10,000 円を回答し､ 年間一時金については
組合の要求どおりの ｢満額回答｣ をした｡ こ
の金額は平均で 244 万円である｡
では他の企業はどのような賃上げ及び年間
一時金の結果となったのであろうか｡ トヨタ
グループの賃金改善分をみるとデンソー・ア
イシン・豊田自動織機が 2,000 円､ トヨタ車
体 1,000 円､ ジェイテクト 1,800 円､ 豊田合
成 1,300 円などである19｡
年間一時金はデンソー 220 万円､ アイシン
177万 1,000円､ 豊田自動織機189万円､ ジェ
イテクト 163 万円などである20｡
関連企業の賃金改善分は､ 東海理化 700 円
(若者向け)､ アスモ 1,300 円､ シロキ工業
300 円､ 中央発条 3000 円 (子育て世代向
け)21､ フタバ産業・津田工業は ｢なし｣､ 三
互 800 円22などである｡
また年間一時金は､ 東海理化 5.45 か月､
アスモ 5.4 か月､ シロキ工業 4.65 か月､ 中
央発条 4.41 か月相当23､ フタバ産業 131 万､
三互 5 か月､ 津田工業 4.9 か月24などである｡
賃上げと年間一時金の結果はトヨタグルー
中京企業研究78
16 組合は, 1989 年から ｢春闘｣ とは言わず ｢ゆめＷ｣ と呼んでいる｡ 組合によれば, これはWage (賃金)
とWorking time (労働時間) の頭文字Ｗをとったもので, 賃上げと労働時間の短縮をダブル (W) で
ねらったものとされている｡
17 ベースアップに相当する｡ 組合は ｢より良い賃金制度とするために､ 資格・賃金等級等に応じて引き上
げられるもの｡ (必ずしも全員一律で引き上げられる訳ではない)｣ と説明している (トヨタ自動車労働
組合 『評議会ニュース』 No.1106､ 2013 年 12 月 3 日)｡
18 定期昇給に相当する｡ 組合は ｢約束されたものではなく､ 毎年の交渉を通じて勝ち取ってくるもの｣､
｢引上げ額は資格・賃金等級等に応じる｣ と説明している (トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』
No.1106､ 2013 年 12 月 3 日)｡
19 『日本経済新聞』､ 2014 年 3 月 13 日｡
20 同上｡
21 『中日新聞』､ 2014 年 3 月 14 日｡
22 『中日新聞』､ 2014 年 3 月 15 日｡
23 『中日新聞』､ 2014 年 3 月 14 日｡
24 『中日新聞』､ 2014 年 3 月 15 日｡
プ企業､ 関連企業ともトヨタの結果を下回っ
ている｡
特に目を引くのがトヨタの年間一時金の高
さであり､ 他企業との格差である｡ トヨタの
業績が回復し､ トヨタとトヨタグル―プ及び
関連企業の賃金は再び格差の拡大に向かい始
めたとみてようであろう｡ いずれ､ 再び賃金
の格差について考察をしなければならない｡
なお今回は関連企業より下に位置する企業
とトヨタとの格差についてみることができな
かった｡ これは今後の課題としたい｡
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